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白鷗大学法政策研究所年報　第３号（2010. ３）47−91　

男女共同参画条例に関する立法の現状と内容の動きについて
　 特に関東地方の市町村の動向をめぐって 　

地域政策動向１

第１　男女共同参画条例とは

　男女共同参画条例とは、現在、全国の地方
自治体で制定されつつある典型的な自治立法
である。名称はさまざまであるが、それらの
目的で定められた条例を、ここでは慣例に従
い、包括的に「男女共同参画条例」と呼ぶこ
とにする。
　この条例は、地方自治体が、自らの地域内
で男女共同参画社会を作っていくために必要
だと思われる基本的な原則、必要な推進のし
くみ、機構などについて、明確な「法規」と
して定めるものである。
　さて、この条例の内容は、なぜ条例として
制定されなければならないのか。計画などで
はいけないのか。
　その理由は、条例は、その地方自治体の法
律（法規）であるからである。

　条例に定められた事項は、この自治体に関
係する住民、事業者、地域内にある人などは、
これを守る義務が生じ、その財産権の行使な
どの権利を制限したり、義務を課すことがで
きる。逆に、地方自治体が、住民などにその
権利を制限したり、義務を課すためには、国
の法律で特に定められているか、独自に条例
を定めなければできないということが、法律

（地方自治法14条）で定められている。
　だから、男女共同参画社会をつくっていく
基本的なルールを、市、市民、事業者などに
確実に守ることを義務付けるには、条例を作
る必要があるのである。

参考　地方自治法

第十四条　普通地方公共団体（市町村と
都道府県のこと、東京都に置かれている
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特別区はこの規定を283条で「市村注：
市の規定を適用する」ことにしてあるの
で、特別区も条例を作れる。）は、法令
に違反しない限りにおいて第二条第二項

（市村注：各地方自治体が処理する権限
がある事務すべてのこと。）の事務に関
し、条例を制定することができる。
2　普通地方公共団体は、義務を課し、
又は権利を制限するには、法令に特別の
定めがある場合を除くほか、条例によら
なければならない。
3　普通地方公共団体は、法令に特別の
定めがあるものを除くほか、その条例中
に、条例に違反した者に対し、二年以下
の懲役若しくは禁錮

こ

、百万円以下の罰金、
拘留、科料若しくは没収の刑又は五万円
以下の過料を科する旨の規定を設けるこ
とができる。

　男女共同参画センター条例など個別のテー
マのものは、これまでに多くの自治体で制定
されているが、もし、男女共同参画社会をそ
の自治体内の行政と市民生活の全体ルールと
して浸透させたいなら、ばらばらな個々のし
くみを作るだけでは不十分であり、まず、基
本となる条例を定め、基本理念を明示し、基
本的な諸原則を確立し、とくに必要な枠組み
となる機構については、その条例の中で保障
しておくことが必要である。「基本条例」と
いうのは、そのような自治体の基本ルールを
確立して、それ以外の条例、計画、政策、施
策などの基礎となるものである１。

第２　条例制定の背景

　1985年に批准した女性差別撤廃条約では次
のように規定された。

第２条ｂ　女子に対するすべての差別を
禁止する適当な立法その他の措置（適当
な場合には制裁を含む。）をとること。」
第３条　締約国はあらゆる分野、特に政
治的、社会的，経済的及び文化的分野に
おいて，女子に対して男子との平等を基
礎として人権及び基本的自由を行使し及
び享有することを保障することを目的と
して，女子の完全な能力開発及び向上を
確保するためのすべての適当な措置（立
法を含む）をとる。

　これを批准した日本政府は、個別法（1985
年男女雇用機会均等法の制定、1984年の国籍
法改正）の制定をした後、国家政策の指針と
なる基本法として、男女共同参画社会基本法
を制定した。
　男女共同参画社会基本法の中で、国は市町
村に対してつぎのような責務を負わせてい
る。それは、第1には、国の施策に準じた施
策、地域特性に応じた施策を策定・実施する
責務があること、第2には、男女共同参画社
会形成促進の施策について、基本的計画を定
め、公表する努力をすることであった。
　これを受けて、各市町村では、この基本的
計画が概ね定められている状況にある。

（地方公共団体の責務）
第九条　地方公共団体は、基本理念に
のっとり、男女共同参画社会の形成の促
進に関し、国の施策に準じた施策及びそ
の他のその地方公共団体の区域の特性に
応じた施策を策定し、及び実施する責務
を有する。

（都道府県男女共同参画計画等）
第十四条（中略）

　　　　　　　　　　　　　　　
１　ただし、注意しなければならないのは、「基本条例」というものは、一般原則を示すものではあっても、他の条例・規則よ
　　り優越するというわけではないという点である。
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３　市町村は、男女共同参画基本計画及
び都道府県男女共同参画計画を勘案し
て、当該市町村の区域における男女共同
参画社会の形成の促進に関する施策につ
いての基本的な計画（以下「市町村男女
共同参画計画」という。）を定めるよう
に努めなければならない。
４　都道府県又は市町村は、都道府県男
女共同参画計画又は市町村男女共同参画
計画を定め、又は変更したときは、遅滞
なく、これを公表しなければならない。

　また、国際連合主催の世界女性会議（World 
Conference on Women）は、女性の地位向
上を目的として、開かれる国際会議である
が、第1回メキシコで開かれ、第2回コペン
ハーゲン、第3回ナイロビ、第4回北京、国
連特別総会「女性2000年会議」がアメリカの
ニューヨークで開催された。このような動き
の中で、男女共同参画社会の推進を図る自治
体と女性団体の積極的な活動があり、平成13
年（2001年）には、水戸市で日本女性会議が
開催された。
　水戸市で日本女性会議が開催されるのに合
わせて、水戸市では、議員提案で条例の制定
が行われた。ただし、実際には、茨城県の各
地で条例制定の動きがあり、日立市などでも
ほぼ同時期に条例制定が実現している。

第３　条例の制定状況

⑴ 全国的な制定状況
　内閣府男女共同参画局は、平成１３年以来、
毎年４月時点での施策状況「地方公共団体に
おける男女共同参画社会の形成又は女性に関
する施策の推進状況」を調査公表している。
これらの調査結果によれば、地方自治体にお
いて、基本法の制定と男女共同参画基本計画
の策定以来、地方自治体においても、急速に、
男女共同参画社会に向けて、行政機関の組織

体制、審議会・委員会などの附属・諮問機関
の整備、男女共同参画のための計画の策定が
進み、これらを踏まえる形で、次の段階とし
て、男女共同参画条例が次第に多くの自治体
で制定されてきたことが分かる。
　まず、男女共同参画計画については、平成
１３年４月には、市町村（政令市含む）では3,249
自治体（当時）中、629団体が策定しており、
計画の策定率は19.4％であった。
　このとき計画を制定していた市町村数が
50％以上であった都道府県は、埼玉県61／
92団体（策定率66.3％）、東京都47／62団体

（75.8 ％）、 神 奈 川 県27／37団 体（73.0 ％）、
大阪府35／44 団体（79.5％）の４都府県だ
けであった。それでも、都道府県は福岡県を
除き全てが策定していた。また、計画策定は、
東京、大阪などのいわゆる先進的とされる大
都市圏で先行したことが判る。
　平成21年4月の時点では、47すべての都道
府県で計画が策定され、その計画も第二次計
画でさらに男女共同参画社会推進の道を歩ん
でいる。政令指定都市も要件緩和により18と
なったが、その全てにおいて、すでに第二次
計画が策定されているようである。
　平成21年4月時点での、市町村の計画の策
定状況については、市町村数が、「平成の大
合併」により1,800に激減したが、1,082団体
で策定され、策定率は60.1％と過半数を超え、
かつ、市に関しては、90.7％とほとんどの団
体で策定が進んだ。
　男女共同参画条例の立法は、これよりやや
遅れる形で進んでいった。
　北海道、青森、宮城、茨城、埼玉、東京、
富山、静岡、三重、奈良、鳥取、岡山、山口
の１３都道県では、平成12年から13年にかけ、
男女共同参画条例を制定公布した。
　これに対して、この時期、市町村で条例を
制定したのは3,249自治体中、17市町のみで
あった。その市町の条例題名、制定年、条例
番号は以下のとおりである。
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都留市男女共同参画基本条例
平成12年3月24日　条例第6号

塩尻市男女共同参画基本条例
平成12年3月24日　条例第16号

新座市男女共同参画推進条例
平成12年6月15日　条例第37号

小松市男女共同参画基本条例
平成12年9月25日　条例第57号

様似町男女共同参画条例
平成12年12月18日　条例第12号

倉敷市男女共同参画条例
平成12年12月22日　条例第43号

江津市男女共同参画推進条例
平成13年3月21日　条例第8号

水戸市男女平等参画基本条例
平成13年3月27日

羽咋市男女が共に輝く２１世紀のまちづく
り条例

平成13年3月27日　条例第3号
横浜市男女共同参画推進条例

平成13年3月28日公布　条例第18号
茅野市男女共同参画基本条例

平成13年3月30日　条例第7号
岩出山町　いわでやま男女平等推進条例

平成13年4月1日
岡山市男女共同参画社会の形成の促進に
関する条例

平成13年6月27日　条例第34号
川崎市の男女平等かわさき条例

平成13年6月29日　条例第14号
新南陽市（現周南市）
出雲市男女共同参画のまちづくり条例

平成17年　条例第408号
身延町男女共同参画推進条例

平成18年9月21日　条例第30号

　市町村でも、男女共同参画社会基本法の制
定、国際婦人年、北京女性会議の開催などの
機運の中で、平成12年以降に条例が制定され
始めたものである。先進的に制定した市町

は、全国的にあり、かならずしも女性議員が
多く誕生するような大都市部に限ったもので
はなく、むしろ、さまざまな地方都市で制定
が進んでいったといえる。
平成21年4月の時点では、1,800市町村中、
432市町村（24.0％）で条例が制定されてい
る。そのうち、市においては、806市中、344
市（42.7％）で制定されており、主要都市で
は、ほぼ制定されている状況にあると考えて
よい。これに対して、町村では994町村中88
町村（8.9％）しか制定されておらず、市部
と町村部間での男女共同参画社会への意識格
差が、現在非常に大きいことが注目されよ
う。また、初期において男女共同参画条例を
制定した市町村は、ほとんどが「平成の大合
併」での市町村の統廃合の国・都道府県から
の重圧の中でも生き残り、その地域の自治主
体として主導的な立場にあることも注目され
る。結局、男女共同参画社会という新しい潮
流に適切に対応できた自治体には、住民参画
による自治の実質があるためかもしれない。
　また、平成21年4月時点の調査において、
市町村の条例制定の認識に関して、都道府県
の地域ごとに著しい格差が存在している。域
内市町村の条例制定率が４０％を超えるところ
は、岡山県（74.1％）、石川県（68.4％）、山
梨県（57.1％）、大分県（55.6％）、富山県

（53.3％）、福井県（52.9％）、鳥取県（52.6％）、
福岡県（45.5％）、茨城県（43.2％）、島根県

（42.9％）、埼玉県（40.0％）の11県であり、
この中には大都市圏の中心をなす東京都、神
奈川県、愛知県、大阪府、京都府など計画策
定時点では先進的だった１都２府などが入っ
ていないことが注目される。
　これに対して、市町村の条例制定率が10％
に満たない都道府県は、和歌山県（0％）、
青森県（2.8％）、佐賀県（5.0％）、山形県

（5.7％）、北海道（7.8％）、群馬県（7.9％）、
徳島県（8.3％）、長崎県（8.7％）、高知県

（8.8％）の１０県である。
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　男女共同参画条例の制定率は都道府県に
よって大きな地域差があることが判るが、そ
の原因について探ってみようと思う。

①制定率1位の岡山県市町村
　岡山県所在市町村が、制定率が７４.1％と一
番高いが、その理由はどこにあるのか。同県
の男女共同参画課の担当者によると、特に分
析をしている訳ではないが、①県として、昔
から男女共同参画について普及啓発には注力
していること、②平成の大合併で市町村合併
が進み、78市町村が28に統合されたために、
条例制定をしていないところがなくなってき
たこと、③県内の他市町がつくっているた
め、その影響を受けることなどが指摘されて
いる。
　現在、岡山県では、全体的な動きとしては、
年一度の市町村との担当者会議において、各
市町村等の活動状況報告がなされ、県として
の働き掛けもなされる。倉敷市と岡山市は、
当初から熱心に男女共同参画の事業を推進し
てきた自治体であり、岡山市などでは、配偶
者暴力支援センターの設置なども早い段階で
おこなわれ、こうした取組が与えた他市町村
への影響も大きいだろうと考えられている。
同県として平成22年度までの男女共同参画計
画での目標は、全市町村で計画が策定される
ことであり、その計画は平成22年3月末現在
では5町村で未制定のまま残されている。こ
れらの町村に対し、計画策定に関しては県の
個別的な働き掛けが為されており、それは県
の幹部クラスが直接町村に赴き、首長に計画
策定を働きかけるという作業をしている。
　岡山県内の市町村では、計画策定と条例制
定は、完全に一致して進められているわけで
はないが、計画の策定の際に、条例の制定も
行われてきたことが多いので、具体的な個別
の対応のプランとしての計画策定が実際に進
むことは、基本理念と法的な義務付けと制度
的な保障を確立する条例の制定の大きな前提

となっているといってよいであろう。

②制定率全国第2位の石川県所在市町村
　全国第2位の市町村の条例制定率68.4％を
示す石川県の場合はどうか。同県の男女共同
参画課の担当者によると、その事情は次のよ
うなものである。具体的な分析は特にしてい
ないが、①県が設置した全市町村から選んだ
男女共同参画推進員が重要な役割を果たして
いることが大きな要因であり、②平成の大合
併で、不熱心な市町村が統合されて消えて
いったことの影響も否めないという。ただ
し、県は計画策定を推進しようとはしてきた
が条例策定が進んだことについては、具体的
な施策をしたわけではない。

　岡山県でも石川県でも、市町村合併は、総
務省が合併特例法をてことして積極的に進め
た施策であり、全国共通の要因であるから、
短期間に高率に変化した要因としては重要で
あるが、都道府県間格差の理由を説明するも
のとはいえない。
　都道府県間格差をもたらした要因は、それ
以外にあるはずであり、石川県に関しては、
①の男女共同参画推進員について考察しなけ
ればならないであろう。
　男女共同参画推進員制度は他県でも行って
いるところもあるが、その都道府県によって
推進員の選任方法とその任務が異なってい
る。県の担当者によると、石川県の場合、県
内の全市町村から推進員を選任し、推進員は
市町村長からの推薦によることとしたことが
大きな成果を生んだのではないかという。そ
れは次の事情による。県は、推進員に対して
積極的に研修を行い、推進員は、計画及び条
例制定について、各自が居住する市町村にお
いて、推薦者である市町村長に対して、極め
て強い働き掛けをしてくれている。県は推進
員を通じ計画の策定を推進しようとしたので
あるが、実際には、市町村では、推進員の勧
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めに従い、計画を作ると同時に条例もつくら
れていったのではないかという。また、全て
の市町村において、男女共同参画担当者が置
かれており、年一回研修会が催され、情報交
換が為されるので、他市町村の制定状況を見
る影響も条例制定につながるのであろう。
　石川県内では珠洲市が平成22年3月に条例
を制定する見込みであり、条例の制定率はさ
らに上昇するであろう。
　では、なお条例を作っていない市町村につ
いては、どのような理由によるのかという
と、市町村によっては、計画を作れば、具体
的な施策は実行されていくので、理念を定め
る条例がなくても問題はないとする判断があ
ると聞いているそうである。

③制定率０％、条例制定市町村がない和歌山県
　和歌山県には、条例制定市町村が未だにな
い。なぜであろうか。県の担当者によると、
実は計画についても遅れており、策定市町村
は33％にとどまっており、県担当者としては、
県の地域性として意識が低いのかとは気にな
るが、特別な理由は見あたらないのだそうで
ある。
　県としては、市町村に担当者が出向いて、
必要性などを説明して理解を求めているが、
そもそも市町村には男女共同参画の担当者を
置かないところが多いことは、男女共同参画
計画・条例が進まない原因であるといえよ
う。国の定めによる調査では、県内市町村の
住民の意識は、性別分業意識などの数値は全
国と変わらないにも拘わらず、計画と条例へ
の機運ができないとのことである。
　市町村議会における女性議員の比率は、平
成22年4月調査では6.9％であり、全国平均
の10.5％とは大分差がある。女性の政治参画
が進んでいないことが、一つの原因であろう
し、こうした環境の中で、結局、市町村長な
どに条例策定についての理解がなく積極的で
ないためであろう。

　また、県庁所在市である和歌山市の状況は
どうであろうか。同市にも条例は制定されて
いない。同市には男女共生センターがあり、
このような施設は田辺市と二市にあるが、昨
年、男女共同参画推進課は、同センターと統
合され、現在では同センターが担当となって
いる。
　計画については、策定後10年経ったので改
訂版が3月に作られるが、条例についての検
討の動きはない。
　市の審議会等での女性登用率については、
目標は４０％以上を掲げているが、現実には低
く、21年の調査では20.2％にとどまったが、
啓発に努めており、わずかずつだか向上はし
ているという。調査では性別の固定的役割意
識が強く、自治会長の女性占有率は4.2％し
かない。
　結局、私見としては、和歌山市では、産業
が弱く雇用の場が少ないため、全体的に行政
依存が強いこと、そうした状況の中で市民活
動が低調であること、職員自体にも男女共同
参画社会の意味についての意識が薄いらしい
ことが、こうした市の男女共同参画への取組
を消極的にしているものと考える。
　そして、県庁所在市は他市町村への影響力
が強いため、和歌山市が制定していないこと
が、他市町村も同じ様に消極的になっている
ことの要因の一つとなっているものと考える。

⑵ 関東地方の情況
①全体的状況
　関東地方の市町村は、男女共同参画社会推
進への理解は、全国でもっとも進んでいると
いってよい。埼玉県、茨城県及び東京都の多
くの市町村が条例を制定している。一方、群
馬県、千葉県及び神奈川県の市町村では制定
は進んでいない。

②茨城県市町村における制定状況
　茨城県では、４４市町村中　１９の市町村にお
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いて制定済みである。茨城県内市町村の制定
率は４３％と高率であり、かつ、その内容も、
バラエティに富み、埼玉県と並んで、男女共
同参画条例に関しては、最も導入が進んでい
る地域といえる。県民の一般的な社会的意識
は、歴史的、文化的にいって、群馬県、栃木
県、千葉県などとそれほど変わりはないはず
である。なぜ多くの市町村が、男女共同参画
条例を定めるに至ったのだろうか。
　考えられる理由の大きなものは、県の男女
共同参画への取組、とりわけ昭和62年につく
られた茨城県立婦人教育会館（平成９年に鹿
行生涯学習センターとの併設となり、女性プ
ラザ、総称してレイク・エコーという。）の
設置と運営のあり方によっているのかもしれ
ない。茨城県では、この女性センターを建設
する際、県庁所在地である水戸市ではなく、
北浦のほとり、現在の行方市に立地すること
とした。その初代館長には、中央から、女性
問題専門家として名のある東浦めい氏を招聘
し、その後任も、また、女性問題に詳しい
ジャーナリスト深尾凱子氏に引き継がれた。
この人々は、熱心に、研修、調査活動、国際
女性会議などへの参加などを進め、プラザを
中心として県内各地の人材とそのネットワー
クが拡大、各市町村も女性団体のメンバーな
どをバスを仕立て、助成金を支出する等積極
的に送り込んだ。このようにしていったので
ある。

　さらに、水戸市では、2001年（平成13年）
9月28･29日に、水戸市・実行委員会が「日
本女性会議　２００１みと」を主催し、これに先
だって水戸市男女平等参画基本条例が女性議
員が中心となって、議員立法によりあわただ
しく作られた。
　これと平行し、あるいはやや先行する形
で日立市でも条例の検討が進められており、
2001年（平成13年）12月に、日立市男女共同
参画社会基本条例が制定された。
　これらの条例制定を契機として、同県内で
は、条例制定が盛んに進められるようになっ
たものと考えられる。
　ただし、地方自治法の改正に伴い、平成18
年県は、レイクエコーを指定管理者に委ねる
こととし、館長は両施設兼任で男性が就いて
いる。
　このように、2001年（平成13年）の水戸に
おける日本女性会議以降、自治体の男女共同
参画条例制定が活発化した。
　もともとは、高槻市などへの見学などから
始まった活動だったが、茨城県内の市町村の
条例制定の動きは、他地域に比べ、質量にお
いて先進的であるといえる。

市町村群 市町村数 条例制定市町村数 制定率（%） 都県条例の有無
茨城県所在市町村 44 19 43％ ○
栃木県所在市町村 27 9 33％ ○
群馬県所在市町村 36 2 6％ ○
埼玉県所在市町村 64 27 44％ ○
東京都所在市町村 39 9 23％ ○
千葉県所在市町村 54 7 13％ なし
神奈川県所在市町村 33 5 15％ ○
特別区 23 10 43％
全体 321 88 28％ 6 ／ 7
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③栃木県内市町村の状況
　栃木県では、２６市町村のうち、9市で条例
を制定している。条例制定率は３５％で、関東
では埼玉、茨城に次ぐものである。町と東部
地域の市町村で制定されていない。
　同県の担当課、青少年男女共同参画課とし

ては、現在、機会がある際に市町に対して条
例制定についても、努力義務ではあるもの
の、「お願い」はしているという。それ以上
の積極的な活動はしていないそうであるか
ら、栃木県で比較的制定が進んだのは、市町
の完全な自発的努力によるように思われる。

茨城県内の市町村における男女共同参画基本条例の制定状況
（平成22年3月10日現在　市町村公式サイトにおける各例規（類）集による）

市町村名 条例名 公布年月日
１ 水戸市 水戸市男女平等参画基本条例 平成13年3月27日
２ 日立市 日立市男女共同参画社会基本条例 平成13年12月28日
３ 龍ケ崎市 龍ケ崎市男女共同参画推進条例 平成14年3月27日
４ 潮来市 潮来市男女共同参画基本条例 平成15年3月25日
５ 牛久市 牛久市男女共同参画推進条例 平成15年3月26日
６ ひたちなか市 ひたちなか市男女共同参画推進条例 平成15年3月27日

７ つくば市 つくば市男女共同参画社会基本条例・つくば市男女共同
苦情処理規則（平成16年5月14日）も 平成16年3月26日

８ 取手市 取手市男女共同参画推進条例 平成17年1月4日
９ 笠間市 笠間市男女共同参画推進条例 平成18年3月19日
10 石岡市 石岡市男女共同参画条例 平成18年3月24日
11 神栖市 神栖市男女共同参画推進条例 平成18年12月21日
12 常総市 常総市男女共同参画推進条例 平成19年3月22日
13 東海村 東海村男女共同参画推進条例 平成19年3月23日
14 稲敷市 稲敷市男女共同参画推進条例 平成19年3月29日
15 筑西市 筑西市男女共同参画推進条例 平成19年12月25日
16 坂東市 坂東市男女共同参画推進条例 平成20年12月17日
17 古河市 古河市男女共同参画推進条例 平成20年12月19日
18 小美玉市 小美玉市男女共同参画条例 平成20年12月22日
19 守谷市 守谷市男女共同参画推進条例 平成21年3月23日

なし（センター条例あり）
未
制
定

市
町
村

土浦市、結城市、下妻市、常陸太田市、高萩市、北茨城市、鹿嶋市、常陸大宮市、那珂市、かすみがう
ら市、つくばみらい市、桜川市、行方市、鉾田市、茨城町、大洗町、城里町、大子町、美浦村、阿見町、
河内町、八千代町、五霞町、境町、利根町

市町村名 条例題名 公布年月日
１ 宇都宮市 宇都宮市男女共同参画推進条例 平成15年6月27日
２ 栃木市 栃木市男女共同参画推進条例 平成16年3月19日
３ 足利市 足利市男女共同参画推進条例 平成16年3月24日
４ 小山市 小山市男女共同参画推進条例 平成16年6月30日
５ 大田原市 大田原市男女共同参画を推進する条例 平成16年9月28日
６ 佐野市 佐野市男女共同参画推進条例 平成18年6月19日
７ 鹿沼市 鹿沼市男女共同参画推進条例 平成18年9月28日
８ 那須塩原市 那須塩原市男女共同参画推進条例 平成19年3月26日
９ 日光市 日光市男女共同参画推進条例 平成21年3月12日
未
制
定

真岡市、さくら市、下野市、上三川町、矢板市、那須烏山市、西方町、益子町、茂木町、市貝町、壬生
町、野木町、岩舟町、塩谷町、高根沢町、那須町、那珂川町
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④埼玉県内市町村の状況
　埼玉県の市町村は、平成22年3月末現在、
64団体あり、そのうち、28市町において条例
を制定している。
　これは、制定率43.8％で、全国的にみて茨
城県とともに高率で制定されているといえ
る。岡山県や北陸地方の諸県の高率な制定率
は、市町村合併の影響で大幅に向上したもの
であるのに対して、埼玉県では、市町村の数
が多く、基本的に、合併の影響はより少ない。
　埼玉県によれば、プランについては、県も、
平成23年度末までに市町村の制定率100％と
いう目標を掲げて、全市町村に制定してほし
いと働き掛けているが、条例については、市
町村自身の自治立法権の問題であり市町村の
考えがあるため、働き掛けはしない。それで
も、プランを策定すれば、条例にも意識が生
じて、密接にリンクするのではないかとい

う。
　また、同県議会の女性議員は少ないが市町
村議会には女性議員が多いということも要因
と考えられる。
　ただし、もっとも大きな原因は、土屋義彦
前知事（1992.7〜2003.7）の時代に、女性
政策を積極的に推進し、副知事に総理府男女
共同参画室長の坂東真理子氏（後に2001.1
〜2003.8まで内閣府男女共同参画局長）、そ
の後任に雑賀氏を招聘したことであろう。こ
の人々が、積極的に研修などを行って人材育
成し、平成8年の国際フォーラム・女性未来
会議を主催したことにより、県内に人材が
育ったこと、また、国立女性センターが県内
の嵐山町に誘致されたことなどが、男女共同
参画施策が大きく進んだ要因として、核心と
なるものではないかと思われる。

市町村名 条例題名 公布年月日
１ 新座市 新座市男女共同参画推進条例 平成12年6月15日
２ 川越市 川越市男女共同参画推進条例 平成13年12月21日
３ 桶川市 桶川市男女共同参画推進条例 平成14年3月28日
４ 志木市 志木市男女共同参画推進条例 平成14年6月24日
５ さいたま市 さいたま市男女共同参画のまちづくり条例 平成15年3月14日
６ 朝霞市 朝霞市男女平等推進条例 平成15年3月24日
７ 蕨市 蕨市男女共同参画パートナーシップ条例 平成15年3月27日
８ 加須市 加須市男女共同参画推進条例 平成15年3月28日
９ 上里町 上里町男女がともに輝く町づくり条例 平成15年5月1日
10 松伏町 松伏町男女共同参画推進条例 平成15年9月25日
11 吉川市 吉川市男女共同参画推進条例 平成15年12月18日
12 久喜市 久喜市男女共同参画を推進する条例 平成15年12月24日
13 八潮市 八潮市男女共同参画推進条例 平成15年12月25日
14 嵐山町 “らんざん”男女が共にいきいきと暮らせるまちづくり条例 平成16年3月9日
15 坂戸市 坂戸市男女共同参画推進条例 平成16年6月24日
16 所沢市 所沢市男女共同参画推進条例 平成16年9月24日
17 和光市 和光市男女共同参画推進条例 平成16年12月21日
18 越谷市 越谷市男女共同参画推進条例 平成17年3月31日
19 熊谷市 熊谷市男女共同参画推進条例 平成17年10月1日
20 本庄市 本庄市男女共同参画審議会条例 平成18年1月10日
21 騎西町 騎西町男女共同参画推進条例 平成18年3月10日
22 東松山市 東松山市男女共同参画推進条例 平成18年3月27日
23 北本市 北本市男女共同参画推進条例 平成18年3月31日
24 三郷市 三郷市男女共同参画社会づくり条例 平成18年9月27日
25 春日部市 春日部市男女共同参画推進条例 平成18年12月18日
26 上尾市 上尾市男女共同参画推進条例 平成19年3月27日
27 行田市 行田市男女共同参画推進条例 平成19年3月30日
28 富士見市 富士見市男女共同参画推進条例 平成20年6月13日
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⑤東京都内の市区町村における制定状況
　東京都では、条例は、２３区の内１０区、３９市
町村のうち９市町において制定済みである。
制定率は、特別区が43％、市町村が２３％であ
るが、伊豆7島を除くなら、制定率は３３％と
なる。ここでの注目すべき課題は、自主的な

独自条例を多く制定してきた市区、千代田
区、練馬区、杉並区、国立市、武蔵野市、多
摩市などのいわゆる都市的な先進自治体のう
ち、かなりの市区で制定されていないことで
ある。それは、なぜなのだろうか。

東京都内の市町村における男女共同参画基本条例の制定状況
（平成22年3月10日現在　市町村公式サイトにおける各例規（類）集による）

市町村名 条例題名 公布年月日
１ 目黒区 目黒区男女が平等に共同参画する社会づくり条例 平成14年3月
２ 中野区 中野区男女平等基本条例 平成14年3月29日
３ 板橋区 東京都板橋区男女平等参画基本条例 平成15年3月6日
４ 豊島区 豊島区男女共同参画推進条例 平成15年3月20日
５ 足立区 足立区男女共同参画社会推進条例 平成15年3月20日
６ 江東区 江東区男女共同参画条例 平成16年3月17日
７ 港区 港区男女平等参画条例 平成16年3月19日
８ 新宿区 新宿区男女共同参画推進条例 平成16年3月24日
９ 葛飾区 葛飾区男女平等推進条例 平成16年3月29日
10 北区 東京都北区男女共同参画条例 平成18年6月30日
未
制
定

千代田区、中央区、文京区、台東区、墨田区、品川区、大田区、世田谷区、渋谷区、杉並区、荒川区、
練馬区、江戸川区　　以上13区

１ 日野市 日野市男女平等基本条例 平成13年12月28日
２ 小金井市 小金井市男女平等基本条例 平成15年6月26日
３ 東村山市 東村山市男女共同参画条例 平成18年3月30日
４ 清瀬市 清瀬市男女平等推進条例 平成18年6月29日
５ 羽村市 羽村市男女共同参画推進条例 平成19年3月26日
６ 国分寺市 国分寺市男女平等推進条例 平成19年3月29日
７ 立川市 立川市男女平等参画基本条例 平成19年6月25日
８ 小平市 小平市男女共同参画推進条例 平成20年10月1日
９ 三鷹市 三鷹市男女平等参画条例 平成18年3月30日

未
制
定

八王子市、武蔵野市、青梅市、府中市、昭島市、調布市、町田市、国立市、福生市、狛江市、東大和市、
東久留米市、武蔵村山市、多摩市、稲城市、あきる野市、西東京市、瑞穂町、日の出町、檜原村、奥多
摩町、大島町、利島村、新島村、神津島村、三宅村、御蔵島村、八丈町、青ヶ島村、小笠原村
以上30市町村。

未
制
定

ときがわ町、ふじみ野市、伊奈町、越生町、横瀬町、吉見町、戸田市、幸手市、三芳町、小川町、深谷市、
杉戸町、草加市、宮代町、入間市、鳩山町、飯能市、羽生市、川口市、秩父市、狭山市、鴻巣市、鳩ヶ
谷市、蓮田市、鶴ヶ島市、日高市、毛呂山町、滑川町、川島町、皆野町、長瀞町、小鹿野町、東秩父村、
美里町、神川町、寄居町、白岡町

最近制定した小平市の状況
　小平市では、東京都内の市として直近の事
例として、平成20年10月に、小平市男女共同
参画推進条例を制定公布している。その制定
状況については、次のようである。
　男女共同参画条例の必要性については、総
合計画の前期5年間（平成23年度〜平成27年
度）に行うべき事業として「条例の制定」が

盛り込まれていた。つまり、小平市の場合、
条例制定は執行部及び計画策定に参画した市
民によって公認された事項であった。平成19
年から1年半ほどの検討を行い提案された。
　市民意識調査において、条例の必要性に関
する設問では、必要とする回答は高くはな
かったが、そもそも男女共同参画条例に対す
る市民意識を上げてからつくるべきか、それ
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とも上げるためにつくるのか、設置されてい
る学識経験者と市民か公募委員による協議会
でも議論となった。市長の考え方もあり、近
隣市の状況を参考としつつ制定に至ったとい
う。
　小平市では、この条例について、①計画は
基本法において努力義務とされているに過ぎ
ないものであるが、②条例を制定すれば、基
本理念が明確化され、市にとって最重要の課
題となる意義があること、③普及啓発活動が
法的に義務付けられるため、計画よりは効果
が強力となり、内容も計画はこの条例の下に
置かれることとなり、施策の対象が広くなる
こと意義があることなどを説明する。
　この条例におけるより新しい条項は、最近
の男女共同参画の考え方の発展に合わせて、
女性の生涯にわたる健康の確保、男女のワー
ク・ライフ・バランスを規定したことである。

⑥千葉県の状況
　千葉県は、首都圏のベッドタウン地域であ
り同時に政令市千葉市を持つなど、都市的地

域がある一方で、旧来の伝統的な農村部が健
在な地域も大きな比率を持つ。千葉県では、
県初の女性知事である堂本暁子氏が当選し、
県の条例案を提案したが、議会において、保
守系の議員提案による条例案とともに廃案と
された。その対立の後遺症というべきか、現
在にいたるまで条例制定の動きは全くなく、
条例を持たない唯一の都道府県となってい
る。これは、女性知事の政治的立場がある意
味で大きく誤解を受けた結果のようにみえ
る。
　県に条例がないことは、市町村にとって
は、県に条例がないから市町村で条例をつく
らなければならないという見方と県に条例が
ない以上市町村でも条例は要らないという見
方の両方の対立をもたらしたという。
　そうはいっても、54市町村中、千葉市、佐
倉市、習志野市、市原市、市川市、我孫子市、
富津市の７市（制定率13％）では条例を制定
している。船橋市、松戸市、浦安市、柏市な
どの比較的主要な市が制定していないことが
注目される。

市町村名 条例題名 公布年月日
１ 千葉市 千葉市男女共同参画ハーモニー条例 平成14年9月25日
２ 佐倉市 佐倉市男女平等参画推進条例 平成14年12月27日
３ 習志野市 習志野市男女共同参画推進条例 平成16年3月31日
４ 市原市 市原市男女共同参画社会づくり条例 平成16年12月22日
５ 市川市 市川市男女共同参画社会基本条例 平成18年12月20日
６ 我孫子市 我孫子市男女共同参画条例 平成18年3月27日
７ 富津市 富津市男女共同参画のまちづくり条例 平成21年3月26日

未
制
定

野田市、茂原市、成田市、柏市、八千代市、浦安市、四街道市、袖ケ浦市、印西市、南房総市、匝瑳市、
香取市、銚子市、船橋市、館山市、木更津市、松戸市、東金市、旭市、勝浦市、流山市、鴨川市、鎌ケ
谷市、君津市、八街市、白井市、富里市、山武市、いすみ市、栄町、神崎町、多古町、東庄町、大網白
里町、芝山町、横芝光町、一宮町、睦沢町、長生村、白子町、長柄町、長南町、大多喜町、御宿町、鋸
南町、酒々井町、九十九里町

⑦群馬県の状況
　群馬県は、36市町村のうち、条例を制定し
ているのは前橋市、館林市、高崎市の3市だ
けで、関東地方としては最低水準となってい
る。県としては、市町村の担当職員との会合
において、21年に条例を制定した高崎市の担

当者から条例制定の重要性についての報告を
要請するなどの啓発を行っている。しかし、
県の条例自体が制定公布されたのが平成16年
4月と比較的遅いことは、県内市町村での条
例制定への検討の遅さに影響を与えているよ
うに思われる。
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最近制定した高崎市の状況
　高崎市では、平成21年3月に高崎市男女共
同参画推進条例を制定公布した。高崎市の担
当者によれば事情は次のとおりである。群馬
県は保守的な環境があり、県の条例の制定も
平成16年と都道府県としては最後のグループ
であった。その中で、条例制定問題は、市議
会で一般質問で取りあげられ、平成19年3月
の常任委員会で20年度中の制定を目指すとの
執行部側の答弁がなされ検討が始まった。市
は同年末に要綱による懇話会を発足させ、1
年間の検討の後、市長への提言内容の検討を
行った。市民参画及び公募委員を交えて行わ
れた懇話会の素案に対し、執行部の幹部によ
る例規審査において、以下の2点の修正がな
された。第1に、基本理念の中の「互いの性
の理解」というリプロダクティブ・ヘルス／
ライフ（性と生殖に関する健康・権利、1994
年の国連のカイロ国際人口開発会議で承認さ
れた権利）が前面にでた事項について、「生
涯にわたる健康の確保」という文言に変える
こととした。第2に、10条の「市による積極
的改善措置」中、執行機関の内部の女性管理
職登用を進める事項は、地方公務員法で職
員人事については能力主義・成績主義による
登用が義務付けられており法的にできないと
し、環境整備を図るとするに止め、附属機関
における男女の均衡を規定するに止めた。
　これについては、懇話会では意見が出され
たが、パブリック・コメントを行った結果、
条例の案文に対して概ね市民からは好意的
な意見が寄せられた。市議会には平成21年3
月議会に提案され、議会では様々の議論があ

り、修正案も提案されたが、修正案は否決さ
れ、圧倒的な賛成多数で、原案どおり可決成
立したものである。
　高崎市は、保守的な環境の中で、まず市が
リーディング・ケースとならずにどうするの
かという意識が高まり、あまり無理なく条例
が制定されたのであり、タイミングとして
は、平成19年の時点ではすでに盛り上がりに
欠けたとしても、県が条例を制定した後、市
でも作りたいという声が上がってきて、審議
に時間をかけ、議会への執行部側からの説明
も十分為されて、理解を得てできたものであ
り、時期や条例の内容については、これでよ
かったのではないかという。

⑧神奈川県の状況
　神奈川県内に所在する３３市町村のうち、条
例を制定しているのは、主要都市である横浜
市、川崎市、横須賀市、相模原市及び鎌倉市
の5市（制定率15％）に止まる。
　計画は、32市町村で策定している（未制定
は清川村）ので、計画に限って言えば策定率
は極めて高い。この計画と条例への対応のは
なはだしいギャップは、何に由来するのだろ
うか。
　県としては、国の基本法に従い、市町村に
対して、男女共同参画社会の推進のために必
要となる計画づくりのための働き掛けはして
いるが、条例制定に関する規定はないので、
条例づくりのための働き掛けはしていない
し、現在のところ条例策定作業のための補助
金等の県単独事業もない。
　神奈川県では、政令市が2つあり、県の市

市町村名 条例題名 公布年月日
１ 前橋市 まえばし男女共同参画推進条例 平成15年3月28日
２ 館林市 館林市男女共同参画推進条例 平成17年3月24日
３ 高崎市 高崎市男女共同参画推進条例 平成21年3月23日

未
制
定

藤岡市、安中市、みどり市、大泉町、太田市、富岡市、桐生市、伊勢崎市、沼田市、渋川市、榛東村、
吉岡町、上野村、神流町、下仁田町、甘楽町、長野原町、東吾妻町、片品村、みなかみ町、玉村町、板
倉町、明和町、千代田町、邑楽町、嬬恋村、草津町、六合村、高山村、川場村、昭和村、南牧村、中之
条町
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町村への影響力は、他県に比べ減殺される。
それは、市町村を中心とする地方自治のため
に悪い事ではないが、男女共同参画社会の推
進という国家目標は個々の住民の生活にとっ
て重要な価値を持つ。そして、市町村の条例
制定の動向に対して、県の担当機関の姿勢
が、推進する側か消極的な側かで、制定率は

大きく変わっているように見える。そうだと
すると、神奈川県のような政令市を複数抱え
る県の場合、県の活動は謙抑傾向となり、か
つ、政令市と他市町村との隣接市町村として
の共通の空気がつくられにくいことが、市町
村がこの条例を積極的に制定しようとしてこ
なかった理由の一つなのかもしれない。

市町村名 条例題名 公布年月日
１ 横浜市 横浜市男女共同参画推進条例 平成13年3月28日
２ 川崎市 男女平等かわさき条例 平成13年6月29日
３ 横須賀市 横須賀市男女共同参画推進条例 平成13年12月21日
４ 相模原市 さがみはら男女共同参画推進条例 平成16年3月26日
５ 鎌倉市 鎌倉市男女共同参画推進条例 平成19年1月4日
未
制
定

厚木市、逗子市、南足柄市、綾瀬市、茅ヶ崎市、秦野市、大井町、真鶴町、座間市、三浦市、葉山町、
大和市、清川村、愛川町、海老名市、箱根町、小田原市、藤沢市、寒川町、平塚市、大磯町、山北町、
開成町、中井町、二宮町、湯河原町、伊勢原市、松田町

（３）非制定自治体の状況
　いくつかの条例を制定していない市町村に
ついて、その状況を調べてみると、だいたい
次のようなことが制定しない理由となってい
ることが分かってきた。
　ある特別区の担当者は、条例制定の動きは
そもそもないし、行動計画をつくっているの
で、条例を作らないのではないかという。
　都下のある市では、条例制定に至っていな
いが、平成22年3月に第二次計画策定が行わ
れるので、その中で、条例制定の検討を行う
という事項が入るであろう。しかし、そもそ
も、執行部内、庁内での意識の浸透がしきれ
ていないともいう。
　むしろ、担当者側からは、庁内の職員、特
に幹部職員の中に、男女共同参画についての
理解が進んでいないケースが多いという声
が、しばしば聞かれた。
　群馬県内のある市では、推進計画では、条
例の制定を検討するとしているものの、いつ
までとタイムリミットは設定されておらず、
まだ条例を制定していない。同市では、年数
回、推進協議会を開催し、各市の状況を勉強
したが、協議会委員の中にも、条例制定に賛
否が分かれており、市民の中にも条例制定へ

の機運が高まっていないという意見が出され
ている。
　千葉県のある市では、現在、条例制定は考
えていない。ただし、平成20年の市長選で女
性市長が誕生し、その公約として、平成21年
に男女共同参画室が設置された。とはいえ、
同室は、人権、国際理解及び平和についても
所管分野とされている。市の執行部が条例の
制定を考えない主な理由は、次の3点であっ
た。
　第1に、千葉県にも条例が制定されていな
いからである。
　もっとも、第2に、条例で規定すべき事項
について、他の条例等で既に規定されている
ものがあるからである。たとえば、市民参画
条例が制定されており、そのなかで全審議会
等の男女比率について規定を設けており、行
動計画にも含まれている。平成12年頃、委員
会・審議会の指針として、男女は30％未満を
禁止することとし、平成22年2月時点では、
26％前後に達した。また、家庭内の女性への
暴力については、すでに別に規則を作って防
止と保護に力を入れている。また、児童、高
齢者への家庭内暴力などとともに行うべきだ
という意見もある。
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　第3に、5年前に実施した住民意識調査に
おいて、条例制定を必要ないと答えた住民が
多かったことである。
　千葉県内の都市的市町村に条例制定が大変
すくない状況は、これらの千葉県の持つ都市
的市町村の既存施策の発達と県の条例廃案と
いう事件との複合的な結果としてみることが
できるように思われる。
　総括すれば、男女共同参画条例が適切な形
で円滑に制定されていったかどうかは、その
地域が旧習に囚われているかどうかというこ
とよりも、その地域が、外部のよい指導者を
得たかということ、並びに、その地域の都道
府県と市町村の行政担当者が、市町村での人
材育成に力を注いだかというような人的要因
の方にかかっていたのではないかと思うので
ある。

第４　男女共同参画条例の主な内容
　次に、男女共同参画条例の具体的規定内容
について少し詳細に検証を試みたい。
　事例を比較することで、新たに制定を検討
しようとしている市町村の多少の参考になれ
ば幸いである。
　男女共同参画条例は、大体20条程度の条例
であり、次のような内容構成を有している。

１．目次：大きな条例では目次をつける。
　　（章に分ける場合にはつける。）
２．前文：その自治体の重要な理念を示
したいときにつける。
３．総則：条例の基本事項をまとめ、４．
以降の各則的事項の前提とする。
　⑴原則規定：
　　①目的、
　　②用語の定義、
　　③基本理念
　⑵責務規定：
　　①市（自治体）の責務、
　　②市民の責務、

　　③事業者の責務
　⑶性別による権利侵害の禁止規定
　　（自治体としての大原則を確立）
４．基本的政策
　⑴男女共同参画計画：
　　①計画の策定、
　　②年次報告等・施策等の公表
　⑵調査、情報収集
　⑶推進体制の整備
　⑷積極的改善措置の実施
　⑸市・市の附属機関での格差是正措置
　⑹政策決定過程への参画
　⑺拠点施設の整備
　⑻広報啓発活動の実施と推進月間
　　・週間等
　⑼市民・事業者の活動への支援
　⑽国及び他の自治体との連携
５．苦情等の処理
６．審議会・委員会
７．補則・雑則：規則への委任規定

第5　各論

１　条例の題名
　男女共同参画に関する基本条例の題名は、
冒頭に自治体名をまず付し、その後に具体的
な内容を理解しやすく名付ける。条例という
名称である必要はないが、「条例」という用
語を使う方が、自治体の法であることを明確
に表示できるのでよいといえる。
　その自治体によって少しずつ異なる。茨城
県と東京都にある市区町村についてみる。

「男女共同参画推進条例」（竜ヶ崎市、牛久市、
ひたちなか市、取手市、笠間市、神栖市、常
総市、東海村、稲敷市、筑西市、坂東市、古
河市、守谷市、豊島区、新宿区、羽村市、小
平市）

「男女共同参画条例」（石岡市、小美玉市、江
東区）
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「男女平等推進条例」（葛飾区、清瀬市、国分
寺市）

「男女平等基本条例」（日野市、中野区、小金
井市、）

「男女平等参画基本条例」（水戸市、立川市）
「男女平等参画条例」（港区、三鷹市）
「男女共同参画条例」（東村山市、北区）
「男女共同参画社会基本条例」（日立市、つく
ば市）

「男女平等参画基本条例」（板橋区）
「男女共同参画社会推進条例」（足立区）
「男女が平等に共同参画する社会づくり条
例」（目黒区）

　条例題名は、その自治体によって、さまざ
まな立法者の思いがあるために、いくつかの
用語の組み合わせが見られるのであろうが、
圧倒的に多いのは、「男女共同参画推進条例」
である。これは、現在の社会で、もっとも受
け入れられやすい題名といえるのだろう。
　日立市の場合、男女平等を当然の前提にし
た上でさらに一歩進んだ男女共同参画の推進
を目指すために「男女共同参画」という文言
を用い、さらには男女共同参画を推進する社
会を作るという意味から「社会」という文言
を入れたのだという２。男女平等は憲法上当
然のことという認識に立ち、共同参画社会と
していくことが重要であり、国も男女共同参
画社会基本法を制定しているため、共同参画
を使用するのがよいと考えられているようで
ある。

２　条例の目次
　条例や法律のような「法規」は、一条ごと
に独立した意味を持たせている。その条の数
が多くなると、整理のためにいくつかの条文
をひとくくりとする章・節などを設ける。章
をつけて多数の条文が並ぶとき、分かり易く

するために目次をつけることが慣行となって
いる。
　目次をみれば、その条例（法律も同じ）の
基本的な構造と内容が推定できる。
　たとえば、最初期の水戸市の条例では、現
在、つぎのように付けられている。

前文
第1章　総則（第1条―第8条）
第2章　市が行う基本的施策（第9条―
第17条）
第2章の2　苦情処理等（第18条―第18
条の5）
第3章　男女平等参画推進委員会（第19
条―第20条の4）
第4章　補則（第21条）
付則

　このうち、「第2章の2」というのは、枝
番といい、後から改正によって追加されたも
のであり、そのことが分かるようにしてあ
る。第2章の２は、第２章の附属という意味
ではなく、完全に独立した章である。苦情処
理のしくみは、後から必要性が認められて追
加されたのである。条例は、このように、必
要に応じて、改正を行って変化していくもの
である。
　最新の21年に公布された守谷市の条例で
は、目次は次のようになっている。

前文
第1章　総則（第1条―第7条）
第2章　男女共同参画の推進に関する基
本的施策（第8条―第14条）
第3章　守谷市男女共同参画推進委員会

（第15条―第21条）
第4章　補則（第22条）
附則

　　　　　　　　　　　　　　　
２　日立市生活環境部女性政策課「日立市男女共同参画社会基本条例のあらまし」1p。
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　男女共同参画条例での目次は、どの自治体
でもほとんどこの２例と同じように作られて
いる。
　すなわち、これらの条例は、「前文」→「第
１章　総則」→「第２章　市（区）の基本的
施策」→「第３章　審議会（又は推進委員会）」
である。
　これに、苦情処理に関する機構を特に充実
しようとした自治体では、苦情処理の章を別
に独立させている（水戸市、目黒区、立川市
など）。ただし、一般的には、苦情処理に関
しては１条を立てるだけの自治体が多く、そ
の場合には、「市（区）の基本的政策」の章
に含ませている。
　水戸市、目黒区は、ともに最近の改正で苦
情処理機関に関する詳細な規定を盛り込んだ
ものである。両者は、平成13年に条例が公布
された全国のさきがけとなった自治体であ
り、一定の施行期間の経験を踏まえて、苦情
処理制度をここに法制化するに至ったものと
思われる。

３　条例の前文
　男女共同参画条例の場合、どの自治体で
も、その条例は、その自治体の基本理念とな
るものであり、かつ、多くの場合には市民が

　　　　　　　　　　　　　　　
３　前田正道「ワークブック法制執務　全訂」ぎょうせい、146p。

参画して作られているため、格調高い、ある
いは強い願いを込めた宣言となる前文が付け
られている。

　前文とは、条例の制定の背景、目的、理念
などを格調高くうたったもので、その自治体
の意思を明らかにしたものである。
　日本国憲法、教育基本法など、太平洋戦争
終了後に作られた基本的な法律に付けられ、
地方自治体でも、国の法令で条例制定が義務
付けられた場合ではなく、住民参加型で条例
案が練られるような本当の意味での「自治立
法」であるときには、その条例に前文が付け
られることがふつうである。
　条例や法律では、一般的には前文は置かれ
ない。前文は、条例の具体的な法規を定めた
ものではなく、前文の内容から直接的な法と
しての効果が生じるものではないが、各本条
とともに、法令の一部を構成している３。
　最初期の日立市及び水戸市のものと、最近
の小平市の事例をみてみよう。全国の先駆け
となった自治体と、すでに条例の必要性に関
する社会的認識が定着した時期の自治体が
作った条例では、表現には自ずと違いがある
ようにみえる。

日
　
立
　
市
　
条
　
例

　人は、その性別にかかわらず、平等に生きる権利を持っており、これは人間として最も
基本的であり、かつ、侵すことのできない権利である。
　日立市は、これまで女性の地位向上と自立を目指した先駆的な取組を進めてきた。
　しかしながら、社会の様々な分野において、固定的な性別役割分担意識やそれに根ざし
た慣習などがいまだ残り、なお一層の努力が必要とされているところである。さらに、少
子高齢化、経済構造の変革、高度情報通信化、国際化など社会の変化は急速に進んでおり、
日立市においても新たな社会のシステムづくりが強く求められているところである。
　このような状況にかんがみ、活力ある新たな日立市を展望するためには、地域に根ざし
た市民運動などの特性をいかしながら、男性も女性も共にその個性と能力を発揮できる男
女共同参画社会の実現が緊要な課題である。
　ここに、日立市で生活する一人一人が、このまちを誇りにし、真に豊かさを実感できる
男女共同参画社会の実現を目指して、市、市民及び事業者が協働し、一体となった取組を
進めるため、この条例を制定する。
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水
　
戸
　
市
　
条
　
例

　水戸市は，徳川時代には御三家の一つとして男女ともに文武にわたる進取の気概に支え
られ，幕末の危機的な状況から明治維新を経て今日に至るまで発展を遂げてきたが，一方
では古い伝統と風習が育まれてきた都市でもある。
　日本国憲法は，すべての人は法の下に平等であり，男女による性的差別をしてはならな
いことをうたっている。
　古い伝統と風習は，ともすると憲法の理念に反し，固定的な性別役割分業の制約を受け
る結果となり，社会のさまざまな分野で男女間の格差を生じさせている。
　男女共同参画社会基本法は，少子・高齢化，経済・文化の国際化，情報化等の大きな社
会変動と男女の変化の中で，男女の実質的平等を達成することを目指して制定されたもの
である。
　水戸市は，平成8年4月に，全国に先駆け「平等・創造・平和」を基本理念とし男女共
同参画都市宣言をした。
　平成13年9月開催の『日本女性会議2001みと』を契機とし，宣言を実効性のあるものに
し，日常生活において実質的な男女の平等を実現させるため，市・市民・事業者が一体となっ
て取り組むべきことを決意し，ここに市民参加の下，本条例を議員提案で制定する。

坂
　
東
　
市

　日本国憲法に、個人の尊重と法の下の平等がうたわれており、雇用の分野における男女
の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律、男女共同参画社会基本法等が制定されてい
る中、今日まで男女平等の実現に向けた様々な取組が行われてきている。
　しかしながら、社会の様々な分野において、固定的な性別役割分担意識や男性優位の社
会構造は、容易には改善されず、依然として根強く残る社会的慣習、住民意識等、なお一
層の取組が必要とされている。
　今後、少子高齢化、経済活動の国際化、情報通信技術の高度化、就労女性の増加、価値
観の多様化等、社会経済情勢の急速な変化に柔軟に対応していくためにも、男女が対等な
パートナーとして自らの意思により、社会のあらゆる分野に参画し、共に責任を担う男女
共同参画社会を早急に実現することが重要である。
　ここに私たちは、坂東市の基本理念である「ひとが輝くまちづくり」を目指すため、市、
市民及び事業者が一体となって男女共同参画の推進に取り組むことを決意し、この条例を
制定する。

小
　
美
　
玉
　
市

　日本国憲法には，個人の尊重と法の下の平等がうたわれており，男女平等の実現に向け
ては，昭和50年の国際婦人年から今日まで，世界では国際連合を中心として，女性に対す
る差別をなくす目的で作られた女子差別撤廃条約が採択されるなど，積極的な取組が行わ
れてきました。
　日本でも，男女が公平な労働条件の下で働くことを目指した男女雇用機会均等法や男女
が平等な立場で生活することを目指した男女共同参画社会基本法が制定されるなど，男女
平等を実現するための法律や制度がしだいに整備されてきました。
　小美玉市においても，平和で豊かな男女共同参画社会の実現に向けて，男女が平等な立
場でいきいきと暮らす社会づくりに向けて，様々な取組を行ってきました。
　しかしながら，依然として性別による固定的な役割分担意識やこれに基づく社会慣行が
存在しており，真の男女平等の達成にはさらなる努力が求められています。
　こうした世の中の動きを踏まえ，小美玉市では，多様な性のあり方や人権が尊重され，
一人ひとりが個性と能力を発揮し，責任を分かち合う男女共同参画社会づくりに，自分た
ちの暮らす地域全体で取り組んでいくために，市民の参画により，この条例を制定します。
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目
　
黒
　
区

　基本的人権と法の下の平等は、日本国憲法がすべての人に保障する権利である。人権と
平和の尊重は目黒区の基本理念でもあり、その実現のために男女が平等に参画する社会づ
くりの推進を施策の基本方針としている。
　これまでも、目黒区は、男女平等の実現に向けて先進的な取組を行ってきたが、いまだ
なお、固定的な役割分担意識や社会的な慣行、性別による差別的な取扱いは解消されてお
らず、一層の積極的な取組が求められている。
　目黒区が、既に少子高齢社会が進行している都市として、将来にわたり豊かで活力のあ
る地域社会であるために、男女が個人として尊重され、共に責任を分かち合うとともに、
自らの意思によって、その能力を発揮し、家庭、地域、職場などあらゆる分野において共
同参画する社会を形成することが重要である。
　目黒区、事業者及び区民は、男女が平等に共同参画する社会について理解と認識を深め、
その実現のために協働していかなければならない。
　私たちはここに、国や国際社会とも呼応し、男女が平等で、あらゆる分野に共同参画し、
すべての人々の人権が尊重される豊かな地域社会を実現することを決意し、この条例を制
定する。

立
　
川
　
市

　日本国憲法には個人の尊重と法の下の平等がうたわれています。
　立川市は、日本国憲法のこの理念に基づき、平成８年10月に東京都で最初に男女共同参
画都市宣言を行うなど、男女が共にいきいきと豊かに暮らす社会の実現をめざした施策を
推進してきました。
　21世紀を迎えた今日、立川市が今後も活力ある住みやすいまちとして発展していくため
には、市民一人ひとりがその個性と能力を発揮し、輝ける社会を築いていかなければなり
ません。
　立川市は、ここに、男女の人権が尊重され、男女が社会のあらゆる分野における活動に
対等な立場で共に参画し、責任を担う社会の実現をめざし、この条例を制定します。

小
平
市
条
例

　男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性
と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、私たち市民の願いである。
　小平市では、男女共同参画社会の実現に向け、平成8年に男女共同参画を推進するための
基本的な計画である小平アクティブプラン21を策定するなど、様々な施策の推進に努めてき
た。
　しかしながら、性別による固定的な役割分担等の意識及びそれに基づく社会の慣行は、依
然として存在しており、男女が自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に対等
な立場で参画することができる社会を実現するためには、なお一層の努力が必要である。
　こうした状況を踏まえ、小平市、市民等及び事業者が一体となり、男女共同参画社会の
実現を目指し、ここに、この条例を制定する。
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４　総則
　総則には、この条例の基礎となる事項が規
定される。
　条例の目的、用語の定義、基本理念、条例
の適用対象となる市・市民・事業者等の基本
的な責務規定の外、男女共同参画条例では、

「性別による権利侵害の禁止」が、独立した
「条」として、特別に規定されていることが
普通である。
　こうして、男女共同参画条例の場合、どの

自治体でも、総則には、概ね7，8条の内容
が規定されることとなる。

４−1　目的
　全ての男女共同参画条例で、第一条が目的
規定となっている。立法の基本的な慣行とし
ては、前文があるなら目的がそこに書かれて
いるので、目的規定は立てないのだが、市民
参画型の条例の場合には、両方を置くことが
多い。

日
立
市

（目的）
第１条　この条例は、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定めるとともに、市、市民及び事業
者の責務を明らかにし、市の施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成促進
に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって豊かで活力ある男女共同参画社会の実現に寄与する
ことを目的とする。

水
戸
市

（目的）
第1条　この条例は，男女平等参画社会へ向けての基本理念及びその目指すべき姿を定め，並びに市，
市民及び事業者の責務を明らかにするとともに，施策の基本的な事項を定め，計画的に推進し，もって，
乳幼児から高齢者に至る男女の個性及び尊厳が守られ，平等，創造及び平和を基調とした心豊かな男女
平等参画社会の実現に資することを目的とする。

坂
東
市

（目的）
第1条　この条例は、男女共同参画の推進に関する基本理念を定め、坂東市（以下「市」という。）の
施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の実現を総合的かつ計画的に推進するこ
とを目的とする。

小
美
玉
市

（目的）
第1条　この条例は，男女の人権の尊重及び平等の理念並びに小美玉市自治基本条例（平成19年小美玉
市条例第26号。以下「自治基本条例」という。）第21条の規定に基づき，男女共同参画の推進に関し，
基本理念を定めるとともに，市，市民，事業者及び教育関係者の責務と基本施策を明らかにすることに
より，男女共同参画社会を実現することを目的とする。

守
谷
市

（目的）
第1条　この条例は，守谷市における男女共同参画の推進に関する基本理念を定め，市民，事業者及び
市の責務を明らかにするとともに，市が実施する施策の基本となる事項を定め，男女共同参画社会の実
現を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。

目
黒
区

（
平
19
一
部
改
正
）

（目的）
第１条　この条例は、男女が平等に共同参画する社会づくりの推進に関し、その基本理念を定め、目黒
区（以下「区」という。）、事業者及び区民の責務を明らかにし、区の施策の基本的事項を定めることにより、
男女が平等に共同参画する社会づくりを総合的かつ計画的に推進し、もって区民一人一人の人権が尊重
され、性別による差別のない、真に男女が平等に共同参画することのできる豊かで活力ある地域社会を
実現することを目的とする。

立
川
市

第１条　この条例は、男女平等参画の促進について、基本理念並びに立川市（以下「市」という。）、市
民及び事業者の責務を明らかにするとともに、市の施策の基本的事項を定めることにより、男女の人権
が尊重され、男女が共に社会のあらゆる分野の活動に参画する社会を築き、もって豊かで活力ある地域
社会を実現することを目的とする。

小
平
市

（目的）
第1条　この条例は、男女共同参画の推進に関し、その理念並びに小平市（以下「市」という。）、市民
等及び事業者の責務を明らかにするとともに、市の施策の基本的事項を定めることにより、男女共同参
画の推進に関する施策（以下「男女共同参画施策」という。）を総合的かつ計画的に推進し、もって男
女共同参画社会を実現することを目的とする。
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　条例の大目的は、男女共同参画社会を実現
することであり、そのために、①基本理念を
定め、②市・市民・事業者等の責務と③市の
基本施策を明確にし、④総合的、計画的にこ
れを推進するというものである。
　なお、小美玉市の場合は、市の最高規範と
なる自治基本条例に、男女共同参画の推進が
組み込まれており、その規定を具体化する法
規としてこの条例が定められたことが明記さ
れているため、一種の事実上の法体系として
の位置づけが明確になっている。
　坂東市の規定は、これらのうちでもっとも
簡潔である。

４−２　定義
　言葉は、多くの場合、いろいろな意味、ニュ
アンスを含んでいるが、法令に使われる用語
については、曖昧さを残さず厳密に意味が定
められていなければ、法の内容が明確になら
ない。一般に、その条例で使われている意味
を明確にしておく必要がある基本的な用語に
ついては、定義規定を置く。何回もその条例

で使われている用語については、総則規定の
中でこれを定義することとなっている。
　つまり、一つの条例の中で定義された用語
は、その条例の中ではその定義に従ってのみ
解釈されることとされている。
　日立市、水戸市、小美玉市、守谷市、目黒
区、小平市について定義規定をみてみよう。
定義されている用語の意味は、日立市のもの
は2項目で、適用対象者などは書かれていな
いが、「男女共同参画社会の形成促進のため
に、最も重要で基本的な用語を定義した」の
だという４。水戸市では、ジェンダーという
議論が出やすい用語が入っているが他の市で
は入れていない。問題事例としてのハラスメ
ントの種類には、その制定年代に応じた違い
が見られる。
　現在、用語を定義しておかなければ条例の
解釈上困ることになると考えられているの
は、「男女共同参画」、「市民」、「事業者」、「積
極的改善（又は格差是正）措置」、「セクシャ
ル・ハラスメント」、「ドメスティック・バイ
オレンス」の６つの用語であろう。

　　　　　　　　　　　　　　　
４　前出、日立市「あらまし」3p。

日
立
市

（
平
成
13
年
）

（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
⑴　男女共同参画社会　男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野
における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益
を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会をいう。
⑵　積極的改善措置　前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、
男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。

水
戸
市

（
平
成
13
年
）

（定義）
第2条　この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。
⑴　男女平等参画　男女が社会の平等な構成員として，自らの意思によって社会のあらゆる分野におけ
る活動に参画する機会が確保され，男女が対等に社会的，政治的，経済的及び文化的利益を享受するこ
とができ，かつ，共に責任を担うことができることをいう。
⑵　市民　市内に住所を有する者，勤務する者又は在学する者をいう。
⑶　事業者　市内において事業を行うすべてのものをいう。
⑷　積極的格差是正措置　男女平等参画に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において，男
女のいずれか一方に対し，当該機会を積極的に提供することをいう。
⑸　ジェンダー　生物学的又は生理学的な性別とは異なり，男女の役割を固定的にとらえる社会的又は
文化的に培われてきた性別をいう。
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⑹　セクシュアルハラスメント　市民生活のあらゆる場において他の者を傷つけ，若しくは不快にさせ
る性的な言動又は性別の違いによる社会的な慣行によって，強要され不利益を被ることをいう。
⑺　ドメスティックバイオレンス　夫やパートナーから受ける精神的，経済的，身体的又は言語的な暴
力及び虐待をいう。

坂
東
市

（
平
成
20
年
）

（定義）
第2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
⑴　男女共同参画　男女が社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野におけ
る活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受
することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。
⑵　市民　市内に住所を有する者、市内の事業所に勤務する者又は市内の学校に在学する者をいう。
⑶　事業者　市内において事業を行う個人及び法人その他の団体をいう。
⑷　積極的改善措置　第1号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、
男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。
⑸　セクシュアル・ハラスメント　性的な言動により不快感若しくは不利益を与え、又はその生活環境
を害することをいう。
⑹　ドメスティック・バイオレンス　配偶者等に対する身体的、精神的、経済的又は性的な暴力及び虐
待をいう。

小
美
玉
市

（
平
成
20
年
）

（定義）
第2条　この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。
⑴　男女共同参画　すべての人が，性別にかかわりなく，社会の対等な構成員として，自らの意思で社
会のあらゆる分野における活動に参画することをいう。
⑵　市民　市内に居住し，通学し，通勤し，又は市内で活動する者をいう。
⑶　事業者　個人又は法人にかかわらず，市内において事業を行うすべての者をいう。
⑷　教育関係者　学校教育，社会教育その他あらゆる教育現場に関わる者をいう。
⑸　積極的改善措置　男女共同参画を推進するため，必要な範囲内において，男女間の格差を積極的に
改善することをいう。
⑹　セクシュアル・ハラスメント（性的いやがらせ）　性的な言動により他人の生活環境を害すること
及び性的言動に対する他人の対応によりその他人に不利益を与えることをいう。
⑺　ドメスティック・バイオレンス（配偶者等への暴力）　配偶者，恋人等の親密な関係にある者への
身体的又は精神的な苦痛を与える暴力行為及びそれを目撃することで起こる子ども等への心理的虐待を
いう。

守
谷
市

（
平
成
21
年
）

第2条　この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。
⑴　男女共同参画　男女が，社会の対等な構成員として，自らの意思によって家庭，地域，職場，学校
その他社会のあらゆる分野（以下「社会分野」という。）における活動に参画する機会が確保され，もっ
て男女が均等に政治的，経済的，社会的及び文化的利益を享受することができ，かつ，共に責任を担う
ことをいう。
⑵　積極的改善措置　社会分野における活動に参画する機会において，男女間の格差を改善するため，
必要な範囲内において，男女間の格差が生じていると認められている部分について，男女のいずれか一
方に積極的に機会を提供することをいう。
⑶　市民　市内に居住する者，勤務する者又は在学する者及び市内に活動拠点を置く市民活動団体に所
属する者をいう。
⑷　事業者　営利・非営利を問わず，市内において事業活動を行うすべてのものをいう。
⑸　ドメスティック・バイオレンス　配偶者又はパートナー等に対する身体的，精神的，経済的暴力及
び当該暴力的行為に付随して生じる乳幼児及び高齢者への暴力的な行為をいう。
⑹　セクシュアル・ハラスメント　相手の意に反した性的な言動又は性別の違いによる社会的な慣行に
より，相手方の生活環境を害し，若しくは当該相手方に不利益を与える行為をいう。
⑺　パワー・ハラスメント　就労上，教育上又は能力上の優越的力関係及び世代，性別による意識の相
違を背景にして，本来の業務又は指導の領域を超えて継続的に人格と尊厳を傷つける言動により，相手
方の意欲及び生活環境を害し，又は当該相手方に不利益を与える行為をいう。
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目
黒
区

（
平
19
一
部
改
正
）

（定義）
第２条　この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
⑴　男女が平等に共同参画する社会づくり　男女が、性別により差別的な取扱いを受けることなく、個
人として尊重され、個性と能力を発揮し、社会の対等な構成員として、自らの意思によって家庭、地域、
職場などあらゆる分野における活動に共同参画し、かつ、責任を分かち合う社会を形成することをいう。
⑵　事業者　営利、非営利等の別にかかわらず、区の区域内（以下「区内」という。）において事業活
動を行うすべての個人、法人及び団体をいう。
⑶　区民　区内に住み、若しくは勤務し、又は区内で学ぶすべての個人をいう。

立
川
市

（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
⑴　男女平等参画　男女が、性別にかかわりなく個人として尊重され、一人ひとりにその個性と能力を
発揮する機会が確保されることにより、対等な立場で社会のあらゆる分野における活動に共に参画し、
責任を担うことをいう。
⑵　市民　市内に居住し、在勤し、又は在学する個人をいう。
⑶　事業者　市内において事業活動を行う個人、法人及び団体をいう。
⑷　積極的改善措置　社会のあらゆる分野における活動に参画する機会についての男女間の格差を改善
するため、必要な範囲において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。
⑸　セクシュアル・ハラスメント　性的な言動により当該言動を受けた個人の生活の環境を害すること
又は性的な言動を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与えることをいう。

小
平
市

（定義）
第2条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
⑴　男女共同参画　男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野にお
ける活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享
受することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。
⑵　市民等　市の区域内（以下「市内」という。）に住所を有する個人又は市内で働き、学び、若しく
は活動する個人をいう。
⑶　事業者　市内で事業を行う個人及び法人その他の団体をいう。

４−３　基本理念
　市が目指す男女共同参画社会の基本理念
は、この条例の基礎をなすものだから、総則
のはじめの方で明確にしておかなければなら

ない。
　現在までどのように考えられてきたか、み
てみよう。

日
立
市

（基本理念）
第３条　男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による
差別的取扱いを受けないこと、固定的な性別役割分担を強要されないこと、個人としての能力を発揮す
る機会が確保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。
２　男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行の中には、固定的な性別役割分
担意識に根ざしているものもあり、結果として男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれの
あることにかんがみ、当該制度又は慣行について、男女の人権を尊重し、男女が多様な生き方を選択で
きるようなものとするよう配慮しなければならない。
３　男女共同参画社会の形成は、男女が社会の対等な構成員として、市における政策又は民間の団体に
おける方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを旨として、行われなければなら
ない。
４　男女共同参画社会の形成は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、男女
が共同して参画し、かつ、共同して責任を担うことを旨として、行われなければならない。
５　男女共同参画社会の形成が国際社会における取組と密接な関係を有していること及び地域における
国際化の進展にかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。
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水
戸
市
（
平
成
13
年
）

（基本理念）
第3条　市，市民及び事業者は，次の各号に掲げる事項を基本理念として，男女平等参画社会の推進に
努めるものとする。
⑴　男女が性別による差別的取扱いを受けず，個人としての尊厳が重んじられ，能力を発揮する機会が
確保され，男女の人権が尊重されること。
⑵　男女がそれぞれに自立した個人として，多様な生き方が選択でき，かつ，尊重され，自己責任に基
づく自己決定権が確立されること。
⑶　男女がお互いの理解の下で，生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利が尊重されること。
⑷　男女がそれぞれ家庭及び社会の責任を担い，家庭，学校，地域，職場その他あらゆる場における活
動に平等な立場で参画し，責任を分かち合えること。
⑸　男女がそれぞれ政策，方針及び計画の決定に平等な立場で参画する機会が確保されること。
⑹　男女がそれぞれ国際的協調の進展を踏まえ，多様な価値を創造し，形成すること。

坂
東
市
（
平
成
20
年
）

（基本理念）
第3条　男女共同参画は、次に掲げる事項を基本理念として推進されなければならない。
⑴　男女の人権が尊重され、性別による差別的な取扱いを受けることなく、個人としての能力を発揮す
る機会が均等に確保されること。
⑵　男女の性別による固定的な役割分担意識若しくはそれに基づく社会制度又は慣行がその活動に影響
を及ぼすことなく、多様な生き方を選択できるよう配慮されること。
⑶　男女が社会の対等な構成員として、施策方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保される
こと。
⑷　男女がお互いの協力と社会の支援の下に、子育て、介護その他あらゆる分野における活動に平等な
立場で参画し、責任を分かち合えること。
⑸　男女共同参画の推進を、国際社会における取組と協調して行うこと。

小
美
玉
市
（
平
成
20
年
）

第2章　基本理念
（男女の人権の尊重）
第3条　男女共同参画の推進は，男女の個人としての尊厳が重んじられること，男女が直接的にも間接
的にも性別による差別的な取扱いを受けないこと，性別にとらわれず個人として能力を発揮する機会が
確保されること，その他男女の人権が尊重されることを旨として行わなければならない。
2　男女共同参画の推進にあたっては，男女の性別にかかわらず，性同一性障害をもつ人その他多様な
性をもつ人の人権についても配慮しなければならない。

（暴力の根絶）
第4条　男女共同参画の推進は，あらゆる形態の暴力を根絶することが，男女共同参画社会を実現する
ために不可欠であることを旨として行わなければならない。

（社会制度又は慣行についての配慮）
第5条　男女共同参画の推進にあたっては，性別による固定的な役割分担にとらわれることのないよう
に，社会における制度又は慣行をできるかぎり中立なものとするように配慮しなければならない。

（共同参画の機会確保）
第6条　男女共同参画の推進は，男女が市の政策又は事業者における方針の立案及び決定に共同して参
画する機会を確保するために，積極的改善措置をとることを旨として行わなければならない。

（家庭生活とその他の活動の両立）
第7条　男女共同参画の推進は，男女が家族の一員として，子育て，家族の介護その他の家庭生活にお
ける活動と学校，職場，地域などの活動を両立させることができるようにすることを旨として行わなけ
ればならない。

（性と生殖に関する健康と権利）
第8条　妊娠，出産などに関して男女が互いに理解を深め，性と生殖に関する健康と権利が尊重される
ことを旨として行わなければならない。

（国際協調）
第9条　男女共同参画の推進は，国際社会と協調することを旨として行わなければならない。
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目
黒
区
（
平
19
一
部
改
正
）

（基本理念）
第３条　男女が平等に共同参画する社会づくりは、次の基本理念にのっとり、その推進が図られなけれ
ばならない。
⑴　男女の個人としての人権が尊重され、性別により直接的、間接的に差別的な取扱いを受けない社会
を実現すること。
⑵　固定的な性別役割分担に基づく社会制度や慣行が解消され、男女が性別にかかわらず、個人の個性
や能力を発揮し、その意欲や希望に沿って家庭生活と社会生活の両立ができるよう、その責任を対等に
分かち合うこと。
⑶　男女が社会の対等な構成員として、自らの意思によって家庭、職場、地域において、意思決定及び
政策決定の過程に平等に共同参画すること。
⑷　教育の場において男女の平等な共同参画を推進すること。
⑸　区民は、国籍、性別、年齢にかかわらず、この条例に定める権利を有すること。

立
川
市

（基本理念）
第３条　男女平等参画は、次の各号に掲げる事項を基本理念として促進されなければならない。
⑴　男女が、性別により差別されることなく、個人としての人権が尊重されること。
⑵　男女が、個人の意思と責任により多様な生き方を選択することができ、かつ、その生き方が尊重さ
れること。
⑶　男女が、家庭、地域、職場、学校その他の社会のあらゆる分野の活動に対等な立場で共に参画し、
責任を担うこと。
⑷　男女が、社会の対等な構成員として、あらゆる分野における政策及び方針の立案並びに決定過程に
参画する機会が確保され、その個人の能力が十分に発揮できること。

小
平
市

（男女共同参画の理念）
第3条　男女共同参画は、次に掲げる理念に基づいて推進されなければならない。
⑴　男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを受けないこと、男
女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女の人権が尊重されること。
⑵　社会における制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等の意識を反映して、男女の自らの意
思による多様な生き方の選択に影響を及ぼすことのないよう配慮されること。
⑶　男女が、社会の対等な構成員として、市における政策又は事業者における方針の立案及び決定に共
同して参画する機会が確保されること。
⑷　家庭、地域、学校、職場その他の社会のあらゆる場において、性別にかかわりなく、一人一人の個
性と能力を尊重した教育が行われること。
⑸　家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子育て、介護その他の家庭生活における
活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができる
ようにすること。
⑹　男女が、相互の性に関する理解を深め、相互に尊重し合うことで、女性の生涯にわたる性と生殖に
関する健康が保持されること。
⑺　国際社会及び国内の様々な取組との協調の下に行われること。
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基本理念に規定されている事項の比較
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協
調

日立市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
水戸市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
小美玉市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
坂東市 ○ ○ ○ ○ ○
守谷市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
立川市 ○ ○ ○ ○
小平市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　基本理念は、各市区によって、規定の仕方
がまちまちであり、初期に策定された条例ほ
ど、錯雑しているが、全体を要約すれば次の
ようになるようである。

①男女の差別をなくして個人としての人
権を尊重すること。

②固定的な性別の役割分担意識を否定
し、個人としての多様な生き方を認め
ること。

③自治体における政策立案・決定過程に
男女の共同参画機会を保障すること。

④社会生活及び家庭生活のあらゆる場面
で男女が対等な立場で参画し責任を負
うこと。

⑤家庭生活と社会生活が両立できるよう
にすること。

⑥女性の生涯にわたる健康と生殖に配慮
すること。

⑦国際的な取組と協調すること。

　以上の7項目が、一般的に基本理念として
受け入れられているものである。一部の自治
体はこれ以外の突出した事項を制定してい
る。

４−４　責務規定
4−4−1　市の責務
　多くの条例と同じく、この男女共同参画条
例でも、男女共同参画社会の実現のために、
総則で、理念的に、それぞれの当事者の基本
的な責務について定めている。
　市は行政施策の企画立案、執行をする立場
にあり、また、市民活動、事業者の活動に対
して支援や規制をなすべき立場である。
　そこで、市には、総合的計画的な施策の実
施がまず義務づけられている。
　また、積極的な是正改善措置を図ることを
責務として明確化している。
　最近の条例では、市が市民及び事業者等と
連携することを規定している。
　日立市、水戸市など、初期に制定したとこ
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ろでは、女性行政だけでなく、市の実施する
あらゆる施策に、男女共同参画の視点を導入
することを努力することなど、最近制定され

ている条例には見られない事項を規定してい
る。

日
立
市

（市の責務）
第４条　市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の
形成促進を市の主要な方針として位置付け、形成促進に関する施策（積極的改善措置を含む。）を総合
的に策定し、及び実施する責務を有する。
２　市は、市が実施するあらゆる施策について、男女共同参画社会の形成促進を目指した視点を導入す
るよう努めなければならない。
３　市は、市民や事業者の模範となるよう、自ら率先して男女共同参画社会の形成促進に取り組まなけ
ればならない。

水
戸
市

（市の責務）
第6条　市は，男女平等参画の推進のため，市の進めるすべての施策に男女平等参画の視点を導入する
とともに，第2章に掲げる施策を実施するよう努めるものとする。

坂
東
市

（市の責務）
第4条　市は、前条に定める基本理念に基づき、男女共同参画の推進に関する施策（以下「男女共同参
画施策」という。）を総合的に策定し、実施する責務を有する。
2　市は、男女共同参画を推進するに当たり、国、茨城県、市民及び事業者と協力し、連携に努めなけ
ればならない。
3　市は、積極的に男女共同参画を推進しなければならない。

小
美
玉
市

（市の責務）
第10条　市は，前章の基本理念にのっとり，男女共同参画施策を総合的かつ計画的に実施する責務を有
する。
2　市は，男女共同参画の推進にあたっては，市民，事業者，国及び他の地方公共団体との連携に努め
るとともに，男女共同参画施策を実施するための体制の整備その他必要な措置を講じるものとする。

目
黒
区

（
平
19
改
正
）

（区の責務）
第４条　区は、基本理念にのっとり、男女が平等に共同参画する社会づくりの推進を主要な政策と位置
付け、施策を策定し、総合的かつ計画的に推進するものとする。
２　区は、国及び他の地方公共団体と連携して、男女が平等に共同参画する社会づくりを推進するもの
とする。
３　区は、男女が平等に共同参画する社会づくりを推進するための施策を総合的かつ計画的に推進する
ために、必要な体制の整備及び財政上の措置を講ずるものとする。

立
川
市

（市の責務）
第４条　市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」いう。）に基づき、男女平等参画の促進に
関する施策（積極的改善措置を含む。以下「男女平等参画施策」という。）を総合的かつ計画的に実施
しなければならない。
２　市は、男女平等参画の促進にあたり、市民、事業者並びに国及び東京都その他の地方公共団体との
連携に努めるとともに、男女平等参画施策を実施するために必要な体制を整備するものとする。

小
平
市

（市の責務）
第4条　市は、男女共同参画の推進を最重要課題の一つとして位置付け、男女共同参画施策を策定し、
及び実施するものとする。
2　市は、男女共同参画施策の実施に当たっては、市民等、事業者、関係団体、国及び他の地方公共団
体と相互に連携及び協力を図るものとする。
3　市は、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる施策の策定及び実施に当たっては、男女共
同参画の推進に配慮するものとする。
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4−4−2　市民の責務
　市民の責務としてほとんどの自治体で規定
されているのは二つの事項であり、それは①
基本理念に則り、自らが男女共同参画社会の
実現に努めること、②市が実施する男女共同

参画に積極的に協力するよう努めることであ
る。
　ただし、ドメスティック・バイオレンスな
どを知った場合の関係機関への通報に努める

（水戸）などの事例もある。

日
立
市

（市民の責務）
第５条　市民は、男女共同参画社会に関する理解を深め、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあら
ゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成促進に努めなければならない。
２　市民は、固定的な性別役割分担意識に基づく慣行に配慮し、男女の人権をお互いに尊重するよう努
めなければならない。
３　市民は、市が行う男女共同参画社会の形成促進に関する施策に積極的に協力するよう努めなければ
ならない。

水
戸
市

（市民の責務）
第7条　市民は，家庭，学校，地域，職場等のあらゆる分野で男女平等参画の推進に努めるとともに，
市が実施する男女平等参画に関する施策に協力するよう努めるものとする。
2　市民は，家庭，学校，地域，職場等において，ドメスティックバイオレンス又は虐待の事実を知っ
た場合には，関係機関へ通報するよう努めるものとする。

坂
東
市

（市民の責務）
第5条　市民は、男女共同参画について理解を深め、家庭、職場、学校、地域その他のあらゆる分野に
おいて、男女共同参画を推進するよう努めなければならない。
2　市民は、市が実施する男女共同参画施策に、積極的に協力するよう努めなければならない。

小
美
玉
市

（市民の責務）
第11条　市民は，基本理念にのっとり，家庭，学校，職場，地域その他社会のあらゆる分野において，
男女共同参画の推進の重要性を自覚し，市と協力して，積極的に男女共同参画を推進するよう努めなけ
ればならない。

目
黒
区

（
19
改
正
）

（区民の責務）
第６条　区民は、基本理念にのっとり、男女が平等に共同参画する社会づくりについての理解と認識を
深め、区が行う施策に協力するとともに、男女が平等に共同参画する社会づくりの推進に主体的に努め
るものとする。

立
川
市

（市民の責務）
第５条　市民は、基本理念に基づき、男女平等参画についての理解を深め、男女平等参画の促進に努め
なければならない。
２　市民は、市が実施する男女平等参画施策に協力するよう努めなければならない。

小
平
市

（市民等の責務）
第5条　市民等は、男女共同参画について理解を深め、社会のあらゆる場において男女共同参画の推進
に積極的に取り組むよう努めなければならない。
2　市民等は、市が実施する男女共同参画施策に協力するよう努めなければならない。

４−４−３　事業者の責務
　各条例において、事業者とは、市内におい
て事業を行う個人及び法人その他の団体をい
うのであるが、これらの事業者には、男女共
同参画社会実現に向けて、重要な役割を担う
ことになる。条例は、これらの個人や法人そ
の他の団体に対して、多くの実例では、共通
して、次のような義務を課している。ただし、
ほとんどは努力義務である。

　①市が定める男女共同参画条例に定めた
　　基本理念を理解すること。
　②事業活動に関して、男女共同参画の推
　　進に努めること。
　③男女の職場と家庭の両立ができるよう、
　　職場環境の整備に努めること。
　④市の男女平等参画施策に協力すること。
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　また、水戸市では、事業者にも積極的格差
是正措置を講じるよう努力を求め、小美玉市
では、教育関係者にも配慮すべき努力義務を
課している。

日
立
市

（事業者の責務）
第６条　事業者は、その事業活動において、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成促進に努め
なければならない。
２　事業者は、男女が、仕事と家庭生活及び地域活動等の両立ができるよう職場環境の整備に努めなけ
ればならない。
３　事業者は、市が行う男女共同参画社会の形成促進に関する施策に積極的に協力するよう努めなけれ
ばならない。

水
戸
市

（事業者の責務）
第8条　事業者は，その事業活動に関し，第3条の基本理念にのっとり，男女平等参画の推進に自ら努
めるとともに，市が実施する男女平等参画に関する施策に協力するよう努めるものとする。
2　事業者は，男女平等参画社会の推進のため，その事業活動に関し，積極的格差是正措置を講じるよ
う努めるものとする。

坂
東
市

（事業者の責務）
第6条　事業者は、基本理念について理解を深め、男女が職場において対等に参画する機会を確保し、
職場及び家庭生活で活動の両立ができるよう、就労環境の整備に努めなければならない。
2　事業者は、市が行う男女共同参画施策に、積極的に協力するよう努めなければならない。

小
美
玉
市

（事業者の責務）
第12条　事業者は，基本理念にのっとり，事業活動を行うにあたって，男女共同参画を積極的に推進す
るとともに，働く男女が仕事と家庭生活等を両立させることができるように職場環境を整備し，市が実
施する男女共同参画を推進するための施策に協力するよう努めなければならない。

（教育関係者の責務）
第13条　教育関係者は，基本理念にのっとり，それぞれの教育の場において男女共同参画の推進に配慮
するよう努めなければならない。

目
黒
区

（事業者の責務）
第５条　事業者は、基本理念にのっとり、男女が平等に共同参画する社会づくりについての理解と認識
を深め、区が行う施策に協力するとともに、事業活動を行うに当たり、男女が平等に共同参画する社会
づくりの推進に努めるものとする。

立
川
市

（事業者の責務）
第６条　事業者は、基本理念に基づき、男女平等参画についての理解を深め、その事業活動について、
男女平等参画の促進に努めなければならない。
２　事業者は、男女が職場における活動と育児、介護その他の家庭生活等における活動との両立ができ
るよう支援に努めなければならない。
３　事業者は、市が実施する男女平等参画施策に協力するよう努めなければならない。

小
平
市

（事業者の責務）
第6条　事業者は、その事業活動において、男女共同参画の推進に積極的に取り組むよう努めなければ
ならない。
2　事業者は、就労者が職業生活における活動と家庭生活における活動とを両立することができるよう、
職場の環境整備に努めなければならない。
3　事業者は、市が実施する男女共同参画施策に協力するよう努めなければならない。

４−５　差別の禁止
　基本的な禁止条項をここに定めている。こ
れは、禁止であり、努力規定ではない。しか
し、罰則が付されているわけではなく、強制
的にこの状態を実現するには、他の刑法その

他の規定に該当するものについて取り締まる
こととなる。
　具体的な内容としては次の３つの禁止事項
が定められている。
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　①性別を理由とする差別的取扱い及び人
　　権の侵害の禁止
　②セクシャル・ハラスメントの禁止
　③ドメスティック・バイオレンスの禁止

　水戸市においては、固定的な性別役割の表
現物、女性への暴力と性の商品化を助長し、
連想させる表現についての抑制の努力規定が
あるが、これは、他の多くの条例では、別の
条文（最近では、この差別禁止条項の次の条）
に規定している。

日
立
市

（性別による権利侵害の禁止）
第７条　何人も、性別を理由とする差別的取扱い及び人権の侵害を行ってはならない。
２　何人も、配偶者等に対して、精神的及び身体的な苦痛を与える暴力的行為を行ってはならない。
３　何人も、職域、学校、地域、家庭その他のあらゆる場において、性的な言動により当該言動を受け
た個人の生活の環境を害する行為又は性的な言動を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与える
ような行為を行ってはならない。

水
戸
市

（性別による権利侵害の禁止）
第5条　性別を理由とする権利侵害及び差別的取扱いを禁止する。
2　家庭，学校，地域，職場等のあらゆる場においてセクシュアルハラスメントを禁止する。
3　乳幼児から高齢者にいたる男女において，ドメスティックバイオレンス又は虐待を禁止する。
4　広告，ポスター等，公衆に表示するすべての情報において，固定的な性別役割分業，女性に対する
暴力及び性の商品化を助長し，又は連想させる表現を行わないよう努めなければならない。

坂
東
市

（性別による権利侵害の禁止）
第9条　何人も、性別による差別的取扱い及び人権の侵害を行ってはならない。
2　何人も、セクシュアル・ハラスメントを行ってはならない。
3　何人も、ドメスティック・バイオレンスを行ってはならない。

小
美
玉
市

（性別による権利侵害の禁止）
第14条　すべての人は，家庭，学校，職場，地域及びその他社会のあらゆる分野において，性別を理由
として，直接的にも間接的にも差別的な取扱いをしてはならない。
2　すべての人は，家庭，学校，職場，地域及びその他社会のあらゆる分野において，セクシュアル・
ハラスメントを行ってはならない。
3　すべての人は，家庭，地域及びその他社会のあらゆる分野において，ドメスティック・バイオレン
スを行ってはならない。

目
黒
区

規定なし。

立
川
市

（性別による権利侵害の禁止）
第７条　何人も、あらゆる場において、性別による差別的取扱いをしてはならない。
２　何人も、あらゆる場において、セクシュアル・ハラスメントを行ってはならない。
３　家庭内等において、配偶者等に対する身体的暴力又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動
を行ってはならない。

小
平
市

（性別による差別的取扱いの禁止等）
第7条　何人も、社会のあらゆる場において、性別による差別的取扱いをしてはならない。
2　何人も、社会のあらゆる場において、性的な言動により当該言動を受けた個人の生活の環境を害す
ること又は性的な言動を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与えることを行ってはならない。
3　何人も、家庭内等において、配偶者等に身体に対する暴力又はこれに準ずる心身に有害な影響を及
ぼす言動を行ってはならない。
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４−６　男女共同参画を阻害する情報等への
　　対応・公衆に表示する情報に関する留意
　大半の自治体の条例では、何人に対して
も、性別役割分業に関する表現、女性に対す
るセクシャル・ハラスメントや暴力行為を誘
発するような表現を公衆に表示することのな

いように努力すべきことを規定している。
　憲法は、表現の自由を保障しているので、
一律にそのような「男女共同参画を阻害す
る」表現を禁止することはできないため、抽
象的に、努力規定としているのである。

日
立
市

規定なし。

水
戸
市

（性別による権利侵害の禁止）
第5条　（略）
4　広告，ポスター等，公衆に表示するすべての情報において，固定的な性別役割分業，女性に対する
暴力及び性の商品化を助長し，又は連想させる表現を行わないよう努めなければならない。

坂
東
市

規定なし

小
美
玉
市

（情報に関する留意）
第15条　すべての人は，公衆に情報を提供するにあたっては，性別による固定的な役割分担及び前条に
規定する行為を助長し，又は連想させるような表現その他過度な性的表現を行わないように努めなけれ
ばならない。

立
川
市

（公衆に表示する情報への配慮）
第８条　何人も、公衆に表示する情報において、性別に起因する人権侵害を助長し、かつ、セクシュアル・
ハラスメント及び配偶者等に対する暴力的行為を誘発することのないよう配慮しなければならない。

小
平
市

（公衆に表示する情報における配慮）
第8条　何人も、公衆に表示する情報において、性別による固定的な役割分担等を助長する表現その他
の男女共同参画の推進を阻害する表現を行わないよう努めなければならない。

５　その自治体の基本的施策
５−１　男女共同参画計画
　すべての条例で、市長は、男女共同参画社
会を総合的計画的に推進するために、目標、
方針、重要事項などの必要事項についての基
本的な計画（基本計画、推進計画その他の呼
称がある。）を定める、または定めなければ
ならないと規定している。
　行政の執行に関する計画の策定は、原則的
に市長の権限に属するものである。
　ただし、ほぼ全ての条例では、男女共同参
画計画に関して、市長の独断で行うのではな
く、市民や事業者の意見を反映して行うこと

（またはそう努めること）を求めており、ま
た、これに関連して、市の執行機関の附属機

関として設けられる推進審議会又は推進委員
会などの名称の組織への諮問または事前の意
見の聴取を義務付けている。
　なお、基本計画は国が定めるもの、などと
いう批判的意見もあるが、これは自治体の条
例で独自に制定するものであり、名称に制限
はないのであって、これは単なる誤解とみる
べきであろう。
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日
立
市

（男女共同参画計画）
第８条　市長は、男女共同参画社会の形成促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画計画」という。）
を定めなければならない。
２　市長は、男女共同参画計画の策定に当たっては、市民及び事業者の意見を反映することができるよ
う必要な措置を講じなければならない。
３　市長は、男女共同参画計画を策定したときは、これを公表しなければならない。
４　前２項の規定は、男女共同参画計画の変更について準用する。

水
戸
市

（基本計画の策定）
第9条　市長は，男女平等参画の推進のための基本計画を策定するものとする。
2　市長は，基本計画の策定又は変更に当たっては，水戸市男女平等参画推進委員会（以下「推進委員会」
という。ただし，第19条を除く。）の意見を聴取し，市民及び事業者の意見が反映されるよう努めるも
のとする。
3　市長は，基本計画を策定したときは，議会に報告するとともに，市民及び事業者に周知し，協力を
促すものとする。

（平14条例16・一部改正）

坂
東
市

（基本計画）
第10条　市長は、男女共同参画の推進に関して、総合的かつ計画的に推進するための基本的な計画（以
下「基本計画」という。）を定めなければならない。
2　市長は、基本計画を定めるに当たっては、市民及び事業者の意見を反映させるよう努め、第16条に
規定する坂東市男女共同参画審議会に諮問するものとする。
3　市長は、基本計画を定めたときは、これを公表するものとする。
4　前2項の規定は、基本計画の変更について準用する。

小
美
玉
市

（基本計画）
第16条　市長は，男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するための基本的な計画（以下「基本計画」
という。）を定めなければならない。
2　基本計画は，次に掲げる事項について定めるものとする。
⑴　男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するために必要な施策の大綱
⑵　男女の人権の尊重に関する事項
⑶　前2号に掲げるもののほか，男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項
3　市長は，基本計画を策定し，又は変更しようとするときは，あらかじめ第27条に規定する小美玉市
男女共同参画審議会の意見を聴くとともに，市民及び事業者の意見を反映するよう努めるものとする。
4　市長は，基本計画を策定し，又は変更したときは，すみやかにこれを公表しなければならない。

目
黒
区

（
平
19
一
部
改
正
）

（推進計画）
第８条　区長は、男女が平等に共同参画する社会づくりを総合的かつ計画的に推進するため、男女平等・
共同参画推進計画（以下「推進計画」という。）を定めるものとする。
２　推進計画は、男女が平等に共同参画する社会づくりを推進するための目標、施策の方向、行動指針
その他重要な事項について定めるものとする。
３　推進計画は、必要に応じて見直すものとする。
４　区長は、推進計画を定め、又は変更したときは、これを公表するものとし、事業者及び区民の理解
と協力を得るよう努めなければならない。
５　区長は、推進計画を定め、又は変更するときは、あらかじめ目黒区男女平等・共同参画審議会の意
見を聴かなければならない。
６　区長は、推進計画を定め、又は変更するときは、あらかじめ事業者及び区民の意見を反映させるた
めに適切な措置を講じなければならない。

立
川
市

（推進計画）
第９条　市長は、男女平等参画施策を総合的かつ計画的に推進するための計画（以下「推進計画」という。）
を策定する。
２　市長は、推進計画を策定するにあたっては、市民及び事業者の意見を反映することができるよう適
切な措置をとるとともに、第16条に規定する立川市男女平等参画推進審議会の意見を聴かなければなら
ない。
３　市長は、推進計画を策定したときは、これを公表しなければならない。
４　前２項の規定は、推進計画の変更について準用する。
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小
平
市

（推進計画）
第9条　市長は、男女共同参画施策を総合的かつ計画的に推進するための基本的な計画（以下「推進計画」
という。）を策定するものとする。
2　市長は、推進計画の策定に当たっては、あらかじめ小平市男女共同参画推進審議会の意見を聴くも
のとする。
3　市長は、推進計画を策定したときは、遅滞なく、これを公表するものとする。
4　前2項の規定は、推進計画の変更について準用する。

５−２　年次報告又は施策の状況等の報告
　計画に基づいて市が実施した男女共同参画
の推進に関する施策について、多くの条例で
は、やりっぱなしではなく、毎年度（または
毎年）、市長が議会及び委員会又は審議会に
報告すつよう義務付けたり、公表措置をとる
こととしている。
　小美玉市では、年次ではなく、必要に応じ
て報告書を作成することとしており、公表す

るとしている。一方で、立川市など東京都の
市町村の場合は、審議会意見を付すしくみが
あり、それは公表が義務付けられる。
　男女共同参画社会の推進を総合的・計画的
に行うというのであれば、その計画又は具体
化するための施策の推進状況を確認、検証す
るための定期的な報告が為されることが望ま
しいといえる。これは、事務的な煩雑さとの
衡量の問題でもあるだろう。

日
立
市

（施策の状況等の公表）
第12条　市長は、毎年、男女共同参画社会の形成促進に資するため、市が講じた施策の状況等について
公表するものとする。

水
戸
市

（実施状況の年次報告）
第10条　市長は，毎年，施策の実施状況を議会及び推進委員会に報告するものとする。
2　市長は，毎年，施策の実施状況を市民及び事業者に周知するものとする。

（平14条例16・一部改正）
坂
東
市

規定なし。

小
美
玉
市

（報告書の作成及び公表）
第25条　市長は，必要に応じ，男女共同参画の推進に関する施策の実施状況について報告書を作成し，
これを公表するものとする。

立
川
市

（年次報告等）
第１０条　市長は、推進計画に基づく施策の実施状況について、年次報告を作成し、公表する。
２　市長は、前項に規定する年次報告について、第16条に規定する立川市男女平等参画推進審議会から
意見が付されたときは、その意見の概要を公表しなければならない。

小
平
市

第10条　市長は、毎年、推進計画に基づく男女共同参画施策の実施状況について報告書を作成し、これ
を公表するものとする。
2　市長は、毎年、小平市男女共同参画推進審議会に対し、前項に規定する実施状況について報告する
ものとする。
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日
立
市

（教育及び学習の充実）
第９条　市は、男女共同参画社会の形成促進に関する教育及び学習の充実に努めるものとする。

（調査の実施等）
第10条　市は、男女共同参画社会の形成促進に関する市民の意識調査など必要な調査を実施し、これを
公表するものとする。

（啓発事業の実施）
第11条　市は、男女共同参画社会の形成促進に関し、市民の理解を深め、意識の高揚を図るため、男女
共同参画強調月間を設けるとともに、広報紙の発行及び講座の開催その他の啓発事業を実施するものと
する。

水
戸
市

（広報啓発活動）
第14条　市は，男女平等参画について，広く市民及び事業者の理解が深まるよう啓発，学習促進等に積
極的に努めるものとする。

（情報収集）
第15条　市は，男女平等参画に関する情報の収集及び分析を行うとともに，市民及び事業者に公表し，
又は提供するよう努めるものとする。この場合において，個人情報の保護に関しては最大限の配慮をし
なければならない。

坂
東
市

（男女共同参画推進月間）
第7条　市は、男女共同参画の推進に関する活動が積極的に行われるよう、男女共同参画推進月間を毎
年11月とする。

（いい夫婦の日）
第8条　市は、男女が対等なパートナーとして、夫婦のきずな及び人格を高めてより良い家庭環境を築
き、男女共同参画社会の実現を目指すため、坂東市いい夫婦の日（次項において「いい夫婦の日」という。）
を11月22日とする。
2　市は、いい夫婦の日の普及及び啓発を図るため、必要な施策を講ずるものとする。

（広報活動）
第12条　市は、男女共同参画の推進に関して、市民及び事業者の関心及び理解を深めるために必要な広
報活動を行うものとする。

小
美
玉
市

（市民及び事業者の理解を深めるための措置）
第18条　市は，基本理念に関する理解を深めるため，市民及び事業者へ情報の提供，広報啓発活動その
他適切な措置を講じなければならない。

（教育及び学習の振興）
第19条　市は，学校教育，社会教育その他の教育の分野において，男女共同参画の推進に関する教育及
び学習の振興を図るため，必要な措置を講ずるものとする。

（調査研究）
第20条　市は，男女共同参画の推進に関する施策の策定に必要な調査研究を行うものとする。

立
川
市

（普及広報）
第１１条　市は、市民及び事業者の男女平等参画についての理解を深めるため、普及広報活動に努めなけ
ればならない。

小
平
市

（啓発活動等）
第12条　市は、男女共同参画について市民等及び事業者の関心を高め、及びその理解を深めるために、
啓発活動を行うとともに、その学習の場の充実に努めるものとする。

（調査研究等）
第13条　市は、男女共同参画の推進に関し必要な情報の収集及び調査研究を行うものとする。

５−３　教育、調査、情報収集、広報啓発活
　　動、推進月間等
　市は、市民、事業者等の男女共同参画への
認識を深めるため、広報啓発活動を行うこと
を規定する。
　自治体によって、具体的な積極的な施策が

提示されており、さまざまなものがみられ
る。広報、教育・学習活動、市民の意識調査
の実施、広報誌の発行、男女共同参画推進月
間、いい夫婦の日などの設定などを定めるも
のがある。
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５−４　積極的改善措置・推進体制の整備
　積極的改善措置、推進体制の整備とは、そ
れだけでは意味が不明確であるが、市区に対
して、①市区の職員等の人事、組織運営にお
いて、②市区の附属機関（審議会や委員会な
ど）の委員の任命・委嘱などにおいて、男女

共同参画の趣旨が活かされるように、男女の
数の均衡に努力することを求めるものであ
る。
　男女共同参画の施策に関するだけでなく、
市区の一般的な政策決定過程において、バラ
ンスの取れた配慮を市区に求めている。

日
立
市

（積極的改善措置の実施）
第13条　市は、男女共同参画社会の形成促進のため、市の人事管理及び組織運営並びに政策決定の機会
等において、積極的改善措置を講ずるよう努めるものとする。

水
戸
市

（市における積極的格差是正措置）
第12条　市（関連する団体を含む。以下この条において同じ。）は，男女平等参画の推進のため，市の
人事管理及び組織運営において，個人の能力を合理的かつ適切に評価し，積極的格差是正措置を講じる
よう努めるものとする。
2　市は，男女平等参画の推進のため，政策決定の機会等において，積極的格差是正措置を講じるよう
努めるものとする。

（市の附属機関における積極的格差是正措置）
第13条　市は，男女平等参画の推進のため，市の附属機関の委員の任命又は委嘱に当たり，個人の能力
を合理的かつ適切に評価し，積極的格差是正措置を講じるよう努めるものとする。

坂
東
市

（積極的改善措置）
第11条　市は、社会のあらゆる分野における活動について、男女間で参画状況に格差がある場合、市民
及び事業者と協力し、積極的改善措置が講じられるよう努めなければならない。
2　市は、審議会及び審議会以外の委員会、協議会等における委員の任命又は委嘱をする場合は、積極
的に女性の登用を図らなければならない。

小
美
玉
市

（施策の策定などにあたっての配慮）
第17条　市は，施策の策定及び実施にあたっては，男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。

（審議会などにおける男女共同参画の推進）
第21条　市は，各種審議会の設置にあたり，審議会の委員の委嘱などを行う場合は，男女の均衡に配慮
するよう努めるものとする。

（推進体制の整備）
第23条　市は，男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するため，必要な推進体制を整備するものとす
る。

（財政上の措置）
第24条　市は，男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するため，必要な財政上の措置を講ずるよう努
めるものとする。

目
黒
区

第12条　区の付属機関等の委員の構成は、男女別の委員の数が均衡するよう努めなければならない。
平19　一部改正

立
川
市

特に規定なし。

小
平
市

（施策の推進体制の整備）
第15条　市は、男女共同参画施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な体制を整備するものとす
る。

（審議会等の委員の構成）
第16条　市は、審議会等を置く場合には、男女の委員の数の均衡を図るよう努めるものとする。

（意見等への対応）
第17条　市長は、市が実施する男女共同参画施策又は男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる
施策に関する市民等及び事業者からの意見、苦情及び相談に対し、適切に対応するよう努めるものとす
る。
2　市長は、前項の場合において必要があると認めるときは、小平市男女共同参画推進審議会の意見を
聴くことができる。
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５−４−２　より詳細な推進施策
　目黒区、つくば市など、一部の自治体では、
施策の内容について、より具体的に事項を列
挙している。

目
黒
区

（
平
19

−

39
　
一
部
改
正
）

（推進施策）
第10条　区は、男女が平等に共同参画する社会づくりを推進するため、次に掲げる施策を行うものとす
る。
⑴　区民、事業者、区の職員、教員等に対する意識啓発に関する施策
⑵　あらゆる教育及び学習の場における男女の平等と共同参画についての理解と認識を普及促進するた
めの施策
⑶　生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利が尊重される施策
⑷　男女間及び家庭内のあらゆる暴力の根絶に向けた施策
⑸　職場、学校、地域社会における性別による固定的な役割分担や差別的な取扱いの根絶に向けた施策
⑹　セクシュアル・ハラスメント（性的な言動によって、その言動を受けた個人の生活環境を害したり、
その言動を受けた個人の対応により不利益を与えたりすることをいう。）の根絶に向けた施策
⑺　男女が共に家庭生活と職業生活を両立するための施策
⑻　少子高齢社会に対応した男女の平等な共同参画を推進するための施策
⑼　政策決定及びあらゆる場の意思決定の過程における男女の平等な共同参画を推進するための施策
⑽　社会のあらゆる分野における活動に参画する機会についての格差を是正する積極的な措置を推進す
るための施策
⑾　メディア・リテラシー（多様な情報伝達媒体からの情報を能動的に解釈し、批判する能力及び表現
方法としてこれらを利用して発信する能力をいう。）を育成する施策
⑿　前各号に掲げるもののほか、男女が平等に共同参画する社会づくりを推進するために必要な施策

つ
く
ば
市

第3章　基本的施策
（政策等決定過程における男女共同参画の推進）
第10条　市は，政策又は方針の決定過程への男女共同参画を推進するため，次に掲げる施策の実施に努
めなければならない。
⑴　市の各種委員会，審議会等の委員その他の構成員に関する男女共同参画
⑵　女性職員の積極的な職域拡大，管理職等への登用及び能力開発

（雇用の分野における男女共同参画の推進）
第11条　市は，雇用の分野における男女共同参画を推進するため，事業者に対して必要な情報の提供そ
の他の支援を行うよう努めるとともに，男女共同参画の実施状況に関する報告及び適切な措置を講じる
よう協力を求めることができる。
2　市は，前項に定める報告に基づき，男女共同参画に対する取組状況について公表することができる
ものとする。
3　市は，男女共同参画の推進に関し主体的かつ積極的に取り組んでいる事業者を表彰し，公表するも
のとする。

（自営の商工業及び農業分野における男女共同参画の推進）
第12条　市は，自営の商工業及び農業分野における男女共同参画の推進を図るため，次に掲げる措置を
講じるよう努めるものとする。
⑴　経営に女性が主体的に参画することができるような環境を整備するとともに，能力の開発及びその
能力が適正に評価されるような支援体制を整備する措置
⑵　経営者，その配偶者及びその他の家族の自由な意思に基づき，経営の目標，収益の分配，経営の移
譲の計画，就業時間等について取り決める家族経営協定などの就業に関する条件を整備するための措置
⑶　前2号に掲げるもののほか，自営の商工業及び農業分野における男女共同参画の推進を図るために
必要な措置

（高度情報社会における男女共同参画の推進）
第13条　市は，高度情報社会における男女共同参画の推進を図るため，男女があらゆる機会に必要な情
報を得ること及び男女が平等にその能力を発揮することができるよう，情報技術及び知識の習得等の学
習環境を整備するための措置を講じるよう努めるものとする。
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（教育の場における男女共同参画の推進）
第14条　市は，市民が男女共同参画についての関心と理解を深めるため，学校教育及び生涯学習の場に
おける男女共同参画に関する教育又は学習の振興を図るための必要な措置を講じるよう努めるものとす
る。
2　市は，学校教育及び生涯学習において，男女が性別により差別されることなく，個人の能力及びそ
の個性に応じて学校教育又は生涯学習の場に参加できるような環境を整備するとともに，その活動を支
援するよう努めるものとする。

（家庭生活と社会生活等の調和）
第15条　市は，家庭責任を有する男女が対等な立場で，家庭生活及び家庭生活以外の活動が両立するこ
とができるよう，支援その他の必要な措置を講じるものとする。

（健康の保持及び増進）
第16条　市は，男女が対等な立場において互いの性への理解を深めることにより，妊娠及び出産につい
て女性の意思を尊重し，並びに性と生殖に係る健康保持を図るよう必要な措置を講じるものとする。
2　市は，男女がその生涯にわたる心身の健康を保持し，及び増進をするための教育，啓発，健康相談
等の必要な措置を講じるものとする。

５−５　市民・事業者の活動への支援
　市は、自らが男女共同参画の施策を推進す
るだけでなく、男女共同参画の推進のため
に、市民と事業者・民間団体の男女共同参画
活動に対して支援するための措置を行うこと
を義務付け、又は努力を求める規定を置いて

いる。
　義務付けかどうかの違い、協働という言葉
を使うもの、情報提供などの具体的な支援内
容を記すものなどがあるが、実際には、計画
に沿って、具体的な施策が行われるわけで、
大きな違いは生じないと思われる。

日
立
市

（事業者等の表彰）
第14条　市長は、男女共同参画社会の形成促進に著しく寄与した事業者等を表彰するものとする。

（市民及び民間の団体との協働と支援）
第16条　市は、市民及び民間の団体と連携し、及び協働するとともに、男女共同参画社会の形成促進に
寄与する活動を支援するため、必要な措置を講ずるものとする。

水
戸
市

（市民又は事業者への支援）
第16条　市は，市民又は事業者が実施する男女平等参画を推進する活動を支援するため，必要な措置を
講ずるよう努めるものとする。

坂
東
市

（市民等に対する支援）
第13条　市は、市民及び事業者が行う男女共同参画の推進活動を支援するため、情報提供その他の必要
な措置を講ずるものとする。

小
美
玉
市

（市民及び事業者に対する支援）
第22条　市は，男女共同参画の推進に関する市民及び事業者の活動を支援するため，情報の提供，人材
の育成その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

目
黒
区

（区、事業者及び区民の協働）
第７条　区、事業者及び区民は、男女が平等に共同参画する社会づくりを協働して推進するものとする。

立
川
市

規定なし。

小
平
市

（家庭生活、地域生活及び職業生活への参画支援）
第11条　市は、家族を構成する男女が相互に協力して自らの意思によって家庭生活、地域生活及び職業
生活における活動に参画できるよう、必要な支援を行うものとする。

（市民等及び事業者に対する支援）
第14条　市は、男女共同参画の推進に関する活動を行う市民等及び事業者に対し、必要な支援を行うも
のとする。
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５−６　拠点施設の整備
　水戸市、目黒区など、拠点センター施設に
ついて規定を置くものがあるが、市区の施設
は、設置運営について、そもそも条例で定め
なければならないものであり、男女共同参画

条例において必ず定めなければならないもの
ではない。最近の条例では、拠点施設につい
ては、規定していないものが多いようであ
る。

日
立
市

規定なし。

水
戸
市

（総合的な拠点施設の整備）
第11条　市は，男女平等参画の推進に向けた諸施策を実施し，男女平等参画の取組みを支援するため，
総合的な拠点施設を整備するものとする。

（水戸男女平等参画センターは、別の設置条例で設置されている。）
坂
東
市

規定なし。

小
美
玉
市

規定なし。

目
黒
区

（拠点施設）
第11条　区は、基本理念を実現するため、必要な調査研究、情報の収集等を行い、区民等が活動するた
めの拠点施設を整備する。
平19　一部改正

立
川
市

規定なし。（女性総合センターは別の設置条例で設置されている。）

小
平
市

規定なし。（男女共同参画センターは、別の設置条例で設置されている。）

日
立
市

（国及び他の地方公共団体との連携と協力）
第15条　市は、男女共同参画社会の形成促進に関する施策を実施するに当たり、国及び他の地方公共団
体と連携し、及び協力するものとする。

水
戸
市

（国，県，他の自治体との連携）
第17条　市は，男女平等参画に関する施策の実施に当たり，国及び県の施策等と調整を図りながら，他
の自治体との広域的連携に努めるものとする。
坂東市、小美玉市、目黒区、立川市、小平市

（規定なし。）

５−６　国及び他の自治体との連携
　国との連携、他の自治体との連携は、当然
必要なものであろうが、規定しているものと
していないものがある。
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６　苦情等の処理
　どの条例においても、男女共同参画の推進
に関して、市民及び事業者からの苦情の相
談・救済のしくみを定めている。
　ただし、各条例には、温度差があるようで
ある。また、基本理念や差別の禁止で定めた
内容に対する、市民間、市民と事業者間で権
利・人権の侵害、差別的な取り扱いを受けた
ときの苦情・救済相談・解決窓口としてこれ
を定めるものと、市区が実施する男女共同参
画の推進に及ぼす施策への意見、苦情、相談
のしくみとが混在しているようである。
　日立市、水戸市、坂東市、目黒区などは、
市民・事業者間での事件を含む、広範な苦情
処理について定めている。
　水戸市の場合、条例制定当所は、「苦情の
申出があったとき、市長は苦情を処理するた
め第三者機関をおくことができる」旨の規

定があるのみだったものを、１年後の平成14
年改正の際に、新たな章を立てて、これを必
置機関として、詳細な規定を定めることとし
た。
　一方、最も厳格な苦情処理機構をつくった
目黒区の場合、施行後の実情をみると、オン
ブーズへの申出は毎年０〜３件程度と大変件
数が少なく、年間46回程度の相談日の多くは、
相談がない状況となっているようである。実
際の業務量と組織の規模との適正な関係を考
慮することも、重要と思われる。
　立川市、小平市などは、むしろ、市の施策
について男女共同参画の推進に反するような
事項について、苦情と相談を認めるしくみで
ある。苦情の範囲、対処する機関、権限はさ
まざまであるが、これは、その自治体の男女
共同参画に対する認識の現状を密接に反映し
ているように思われる。

各条例の苦情処理のしくみ
○ 日立市
　　　　　　　（市　民）　　　　　　　　　　　　　（市　長）
　　　　　　　苦情（男女共同参画を阻害　　→　　適切な対処（関係機関との連携）
　　　　　　　　　　すると認められる事項）
○ 水戸市
　　　（市　民）　　　　　　　　　（市　長）　　　　　　　　（苦情処理委員会）5名）
　苦情（男女平等参画の権利を　→　　苦情処理委員会に諮問　→　　関係者の説明・書類閲覧・
　　　　侵害され，又は社会的　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料提出請求権
　　　　な慣行等により差別的　　　　関係者に　　　　　　　←　　　市長に答申
　　　　な扱いを受けたとき）　　　　 助言・指導・勧告
○ 坂東市
　　　　　　　（市　民）　　　　　　　　　　　　　　　　（市　長）
　　　　相談（性別による差別的取扱い・　　→　　助言指導・適切な措置（関係機関との連携）
　　　　　　　人権侵害）
　　　　苦情（男女共同参画推進に影響　　　→　　適切・迅速な対応（関係機関との連携）
　　　　　　　を及ぼすと認められる事項）
○ 小美玉市
　　　　　　　（市民・事業者）　　　　　　　　　　　　　　（市）
　　　　苦情・相談（男女共同参画推進に関して）　→　処理するための総合的な窓口の設置
○ 目黒区
　　　　　（市　民）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（オンブーズ）（3名）
　　　救済の申し出　　　　　　　　　　　　→　　　　審査
　⑴　区又は区の出資法人等が行う施策で、　　　　　　 関係機関の資料提出・説明要求
　　　男女共同参画の推進を阻害する事項等　　　　　　是正勧告・意見表明
　⑵　共同参画推進を阻害する事項を起因
　　　とする人権を侵害する事項等
　⑶　その他男女共同参画推進阻害事項
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日
立
市

（苦情の処理）
第17条　市民は、男女共同参画社会の形成促進を阻害すると認められる事項に関する苦情を市長に申し
出ることができる。
２　市長は、前項の規定による申出があったときは、関係機関等と連携し、適切に対応するものとする。

水
戸
市
（
平
14
条
例
16
・
章
名
追
加
し
各
条
を
全
面
改
正
）

第2章の2　苦情処理等
（苦情処理）
第18条　男女平等参画の権利若しくは人権を侵害され，又は社会的な慣行等により差別的な扱いを受け
た市民は，市長に対して苦情を申し出ることができる。ただし，次の各号に掲げる事項に対する苦情は，
この限りでない。
⑴　判決，裁判等により確定した事項
⑵　裁判所において係争中の事案及び行政庁において不服申立ての審理中の事案に関する事項
⑶　雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号）第
16条に規定する紛争に関する事項
⑷　個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律（平成13年法律第102号）第1条に規定する個別労働
関係紛争に関する事項
⑸　その他市長が調査することが適当でないと認める事項
2　市長は，前項の規定による申出があったときは，水戸市男女平等参画苦情処理委員会（以下「苦情
処理委員会」という。ただし，次条を除く。）に諮問するものとする。
3　苦情処理委員会は，必要があると認めるときは，諮問された事項について関係者の説明を求め，そ
の保有する関係書類その他の記録を閲覧し，又は資料の提出を求めることができる。
4　市長は，苦情処理委員会の答申を経て当該関係者に助言，指導又は勧告をすることができる。

（設置）
第18条の2　前条第1項の規定による申出について，市長の諮問に応じて調査審議するため，水戸市男
女平等参画苦情処理委員会を置く。

（組織等）
第18条の3　苦情処理委員会は，男女平等参画について優れた識見を有する者のうちから，市長が委嘱
する5人以内の委員をもって組織する。
2　委員の任期は，2年とする。ただし，補欠により委嘱された委員の任期は，前任者の残任期間とする。
3　苦情処理委員会に，委員の互選により会長及び副会長を置く。
4　会長は，苦情処理委員会の会務を総理する。
5　副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるとき，又は会長が欠けたときは，その職務を代理する。

（会議）
第18条の4　苦情処理委員会は，会長が招集し，会長は，会議の議長となる。
2　苦情処理委員会は，委員の2分の1以上の出席がなければ開くことができない。
3　苦情処理委員会の議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するとこ
ろによる。

（秘密を守る義務）
第18条の5　委員は，職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も，また，同
様とする。

（庶務）
第18条の6　苦情処理委員会の庶務は，市長公室において行う。

坂
東
市

（相談の申出への対応）
第14条　市長は、性別による差別的取扱い又は人権を侵害された相談については、助言指導を行うとと
もに、関係機関との連携を図る等、適切な措置を講ずるものとする。

（苦情の申出への対応）
第15条　市長は、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる苦情の申出については、関係機関と
の連携を図る等、適切かつ迅速に対応するものとする。

小
美
玉
市

（苦情及び相談）
第26条　市は，男女共同参画の推進に関する市民並びに事業者からの苦情及び相談を処理するための総
合的な窓口を設けるものとする。
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第４章　目黒区男女平等・共同参画オンブーズ
（設置）
第21条　区長は、区民からの男女が平等に共同参画する社会づくりの推進を阻害する事項についての申
出又は当該阻害する事項を起因とした人権の侵害等についての救済の申出等を、適切かつ迅速に処理す
るため、目黒区男女平等・共同参画オンブーズ（以下「オンブーズ」という。）を置く。

（申出の範囲）
第22条　区民がオンブーズに申出ができる事項の範囲は、次のとおりとする。
⑴　区又は区が出資する法人等で区長が定めるものが行う施策で、男女が平等に共同参画する社会づく
りの推進を阻害する事項又は阻害するおそれのある事項

目
黒
区
（
平
19
　
一
部
改
正
）

⑵　男女が平等に共同参画する社会づくりの推進を阻害する事項を起因とした人権を侵害する事項又は
侵害するおそれのある事項
⑶　その他男女が平等に共同参画する社会づくりの推進を阻害する事項
２　前項の規定にかかわらず、次に掲げる事項については、申出をすることができない。
⑴　裁判所において係争中であるか、又は判決等のあった事項
⑵　法令の規定により、不服申立て中であるか、又は裁決等のあった事項
⑶　区議会等に請願、陳情等を行っている事項
⑷　オンブーズの行為に関する事項

（所掌事項）
第23条　オンブーズは、次に掲げる事務をつかさどる。
⑴　前条第１項の規定による申出に係る審査
⑵　前条第１項第１号の規定による申出に基づく関係機関等に対する資料の提出、説明等の要求及び必
要な是正の勧告、意見の表明等
⑶　前条第１項第２号又は第３号の規定による申出に基づく関係者等に対する事情の聴取、資料の提出
等の要請並びに必要な助言、指導、是正の要請及び意見の表明
⑷　前条第１項の規定による申出のうち、区の男女が平等に共同参画する社会づくりの推進に重大な影
響を及ぼす等の事項に係る審議会への調査及び審議の要求

（職務の遂行）
第24条　オンブーズは、独立してその職務を行う。
２　オンブーズは、前条に規定する是正の勧告又は要請、意見の表明及び前条第４号の規定による要求
を行うときは、合議によりその決定を行う。
３　前項の場合において、議事に直接の利害関係を有するオンブーズは、その議事に加わることができ
ない。
４　オンブーズは、前条第４号の規定による要求を行う際には、申出者の同意を得るものとし、必要な
意見を付けることができる。

（定数等）
第25条　オンブーズは、３人以内とし、男女が平等に共同参画する社会づくりの推進に深い理解と識見
を有する者のうちから区長が委嘱する。

（任期）
第26条　オンブーズの任期は２年とし、補欠者の任期は前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げ
ない。

（解嘱）
第27条　区長は、オンブーズが心身の故障により職務の遂行に堪えないと認めるとき又はオンブーズと
して著しくふさわしくない行為があると認めるときは、これを解嘱することができる。
２　オンブーズは、任期の満了又は前項に定める場合以外は、その意に反して解嘱されない。

（守秘義務）
第28条　オンブーズは、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様
とする。

（報酬の額）
第29条　オンブーズの報酬の額については、目黒区付属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和31年12月目黒区条例第27号）第２条の規定にかかわらず、目黒区非常勤職員の報酬及び費用弁償
に関する条例（昭和31年12月目黒区条例第28号）別表に定める日額の限度額のうち特に高度な知識、経
験又は資格を要する業務に従事する者について定められた額の範囲内で区長が定める額とする。

（オンブーズへの協力義務等）
第30条　区及び区が出資する法人等で区長が定めるものは、オンブーズの職務の遂行に関し、その独立
性を尊重するとともに、オンブーズから出頭、説明、意見又は資料の提出を求められたときは、協力し
なければならない。
２　事業者及び区民は、オンブーズの職務の遂行に協力するよう努めなければならない。
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立
川
市

　　　第３章　苦情の処理
（苦情の申出）
第１２条　市民及び事業者は、市が実施する男女平等参画施策又は男女平等参画の促進に影響を及ぼすと
認められる施策について、次条に規定する立川市男女平等参画苦情処理委員に苦情の申出をすることが
できる。

（苦情処理委員の設置等）
第１３条　市長は、前条に規定する苦情の申出を適切かつ迅速に処理するため、立川市男女平等参画苦情
処理委員（以下「苦情処理委員」という。）を置く。
２　苦情処理委員は、３人以内とし、男女平等参画の促進に深い理解と識見を有する者のうちから市長
が任命する。
３　苦情処理委員の任期は、２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任さ
れることができる。

（苦情処理委員の職務）
第１４条　苦情処理委員は、苦情の申出を処理するため、苦情の申出に係る施策を実施する機関に対して
資料の提出及び説明を求め、必要があると認めるときは、是正その他の措置をとるよう市長に勧告する
ことができる。

（守秘義務）
第１５条　苦情処理委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また同様
とする。

小
平
市

（意見等への対応）
第17条　市長は、市が実施する男女共同参画施策又は男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる
施策に関する市民等及び事業者からの意見、苦情及び相談に対し、適切に対応するよう努めるものとす
る。
2　市長は、前項の場合において必要があると認めるときは、小平市男女共同参画推進審議会の意見を
聴くことができる。

７　審議会・委員会
　男女共同参画計画を立案する際及び重要な
施策を企画立案する際など、市長及び市長部
局の執行機関だけに委ねるのではなく、これ
らの政策決定過程では、市民・有識者等によ
る市民参画が大変重要な意味を持つといえ
る。
　このため、各条例は例外なく、計画その
他、男女共同参画推進のための重要事項を審
議する等のために、男女共同参画に関する審
議会・委員会を設置することを条例の重要な
構成要素としている。

　条例では、その設置、所掌する事項、組織、
権限などを規定する。これは、男女共同参画
の推進が適切・確実に行われるようにするこ
とを、制度の枠組みから保障した「制度的保
障」である。
　人数は様々であり、概ね任期は2年、委員
に占める男女の構成比については多くは男
女いずれかが40％未満とならないことを定め
る。市長の諮問に応じて審議するもの、自ら
意見を述べる権限があるもの、専門部会を設
ける権限があるもの、関係者の出席請求権、
資料提出権などをもつものなどがある。

日
立
市

第３章　男女共同参画審議会
（男女共同参画審議会の設置等）
第18条　男女共同参画社会の形成促進に関する基本的かつ総合的な施策及び重要事項を調査審議するた
め、日立市男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）を置く。
２　審議会は、市長が委嘱する委員20人以内をもって組織する。その際、男女のいずれか一方の委員数
が委員総数の４割未満であってはならない。
３　委員の任期は２年とする。ただし、欠員を生じた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と
する。
４　審議会は、第１項に規定する調査審議を行うために必要があるときは、関係者の出席を求めて意見
若しくは説明を聴き、又は関係者から資料の提出を求めることができる。
５　審議会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。
６　前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が規則で定める。



− 88 −

市村　充章

水
戸
市
（
平
14
条
例
16
・
全
改
）

第3章　男女平等参画推進委員会
（設置）
第19条　男女平等参画について，市長の諮問に応じて情報を収集し，及び啓発活動の現状を把握すると
ともに男女平等参画を推進するため，水戸市男女平等参画推進委員会を置く。

（組織等）
第20条　推進委員会の委員の定数は，30人以内とする。この場合において，男女それぞれの委員の定数は，
委員の定数の2分の1を原則とする。
2　委員は，市民，事業者及び学識経験者のうちから，市長が委嘱する。この場合において，市民及び
事業者の委員の一部は，公募によるものとする。
3　委員の任期は，2年とする。ただし，補欠により委嘱された委員の任期は，前任者の残任期間とする。
4　推進委員会に，委員の互選により会長及び副会長を置く。
5　会長は，推進委員会の会務を総理する。
6　副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるとき，又は会長が欠けたときは，その職務を代理する。

（会議）
第20条の2　推進委員会は，会長が招集し，会長は，会議の議長となる。
2　推進委員会，委員の2分の1以上の出席がなければ開くことができない。
3　推進委員会の議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところに
よる。

（専門部会）
第20条の3　市長は，特別な事項を調査するため，専門部会（以下「部会」という。）を置くことができる。
2　部会の委員は，第20条に規定する委員のうちから，会長が指名する。
3　部会に，部会長及び副部会長を置く。
4　部会長及び副部会長は，部会の委員の互選により選出し，部会の運営については，前条の規定を準
用する。
5　部会において調査を行った場合は，当該調査の結果を推進委員会に報告するものとする。
 （庶務）
第20条の4　推進委員会の庶務は，市長公室において行う。

坂
東
市

（設置）
第16条　男女共同参画の推進に関する事項について調査審議するため、坂東市男女共同参画審議会（以
下「審議会」という。）を置く。

（所掌事務）
第17条　審議会の所掌事務は、次のとおりとする。
⑴　基本計画に関すること。
⑵　基本計画の実施状況の点検及び評価に関すること。
⑶　男女共同参画の推進に関する必要なこと。

（組織）
第18条　審議会は、委員20人以内をもって組織する。
2　委員の選任に当たっては、男女のいずれか一方の委員の数は、委員総数の10分の4未満とならない
ものとする。
3　委員は、次に掲げる者の中から市長が委嘱し、又は任命する。
⑴　学識経験を有する者
⑵　市議会の議員
⑶　関係機関及び団体の構成員
⑷　公募に応じた者
⑸　市の職員
⑹　その他市長が特に必要と認める者

（任期）
第19条　委員の任期は、3年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
2　委員の再任は、妨げない。

（会長及び副会長）
第20条　審議会に会長及び副会長を置く。
2　会長及び副会長は、委員の互選により定める。
3　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。
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（会議）
第21条　審議会は、会長が招集し、会議の議長となる。
2　会長が必要と認めるときは、審議会への関係者の出席を求めることができる。

（庶務）
第22条　審議会の庶務は、企画部市民協働課において処理する。

小
美
玉
市

第5章　小美玉市男女共同参画審議会
（審議会の設置）
第27条　男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するため，小美玉市男女共同参画審議会（以下「審議会」
という。）を置く。
2　前項の審議会について必要な事項は，小美玉市男女共同参画審議会条例（平成20年小美玉市条例第
26号）に定める。

目
黒
区
（
平
19
　
一
部
改
正
）

第３章　目黒区男女平等・共同参画審議会
（設置）
第13条　男女が平等に共同参画する社会づくりを推進するための施策を総合的かつ計画的に推進するた
め、区長の付属機関として目黒区男女平等・共同参画審議会（以下「審議会」という。）を置く。

（所掌事項）
第14条　審議会は、推進計画に係る男女が平等に共同参画する社会づくりの推進に関する施策について
調査、企画、立案等を行い、区長に意見を述べることができる。
２　審議会は、区長の諮問に応じ、推進計画の評価、改定その他の重要事項について調査及び審議を行う。
３　審議会は、目黒区男女平等・共同参画オンブーズの求めに応じて調査及び審議を行い、区長に意見
を述べることができる。
４　審議会は、必要に応じて男女が平等に共同参画する社会づくりの推進に関して、区長に意見を述べ
ることができる。

（組織）
第15条　審議会は、区長が委嘱する委員15人以内をもって組織し、男女いずれか一方の委員の数は、委
員の総数の10分の６を超えてはならない。

（任期）
第16条　委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。

（会長及び副会長）
第17条　審議会に会長及び副会長各１人を置き、委員のうちから互選により定める。
２　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。
３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。

（招集）
第18条　審議会は、会長が招集する。

（定足数及び表決数）
第19条　審議会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。
２　審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところに
よる。

（関係機関等への協力要請）
第20条　審議会は、必要に応じて、関係機関、事業者その他委員以外の者に対し、審議会の会議への出席、
説明、意見又は資料の提出を求めることができる。

立
川
市

第４章　立川市男女平等参画推進審議会　
　（設置）
第１６条　市長の諮問に応じ、推進計画及び男女平等参画施策について必要な事項を調査審議し、又はこ
れらの事項について市長に建議するため、立川市男女平等参画推進審議会（以下「審議会」という。）
を設置する。

（所掌事項）
第１７条　審議会は、次の各号に掲げる事項を所掌する。
⑴　推進計画の策定及び変更に関すること。 
⑵　推進計画の実施状況の評価に関すること。 
⑶　その他男女平等参画の促進に関する重要事項に関すること。  
　（組織）
第１８条　審議会は、委員15人以内をもって組織する。
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（委員）
第１９条　委員は、次の各号に掲げる者につき、市長が任命する。
⑴　関係市民団体の代表者　６人以内
⑵　市民　５人以内
⑶　学識経験を有する者　４人以内　
２　委員の任期は、２年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任されること
ができる。

小
平
市

第4章　小平市男女共同参画推進審議会
（設置）
第18条　市の男女共同参画を推進するため、市長の附属機関として小平市男女共同参画推進審議会（以
下「審議会」という。）を置く。

（所掌事務）
第19条　審議会は、この条例の規定によりその権限に属するとされた事項について審議するほか、市の
男女共同参画に関する重要事項について市長の諮問を受けて審議し、又は市長に意見を述べることがで
きる。

（組織）
第20条　審議会は、市長が委嘱する委員10人以内をもって組織する。

（委員の任期）
第21条　委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
2　委員は、再任されることができる。

（規則への委任）
第22条　この章に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。

８　規則への委任規定
　いずれの条例においても、条例の施行に必
要な事項は、市長が権限を持つ規則（又は「別
に」定めるという、委任規定が置かれている。

まとめ
　男女共同参画条例は、男女共同参画社会を
作る上で、その市町村ごとの地域の住民・事
業者及び自治体が、協力して実現していくた
めの基盤となる法規であるといえる。それ
は、①市町村において、施策の基本方針を法
規として確立すること、②その中であらゆる
政策決定過程や人事などの面において男女共
同参画が図られるようになること、③性別に
よる差別で苦しむ人の苦情救済や市等の施策
で共同参画に関して問題があることなどの意
見に対応することを保障するしくみをつく
り、④計画や男女共同参画に関する施策に関
して第三者機関によって客観的に、市民参画
で推進できるようなしくみを作ることで、男
女共同参画社会のメリットを市民と事業者が
享受できるように、社会を変えていけるよ

う、制度的に保障することなどを含むもので
ある。
　
　すでに、本条例は、全国レベルでは市の４
割で制定されているものの、市町村全体では
制定率は４分の１でしかない。本条例は、情
報公開条例や政治倫理条例と同様に、典型的
な自治立法の普及の具体例としての性質があ
り、今後も、制定市町村は増えていくに違い
ない。
　どの制定市町村でも条例の制定時には、市
民が参画し、その強い要望のもとでできて
いった経緯があるようである。また、そこに
は、その地域の慣習などもあり、制定内容に
は、それぞれ、微妙な差がみられる。最初期
に制定した自治体では、条例の改正、改善が
進んでいることなどから、この男女共同参画
条例には、たしかに社会を活性化し、共同参
画社会をつくっていく影響力があるといえ
る。
　したがって、単に計画の策定をするだけで
なく、男女共同参画条例を作ることは、その
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結城市市長公室企画政策課女性制作室「平成21年結城市男
女共同参画社会に関する市民意識調査報告書」（平成22
年1月）

男女共同参画社会ひたちを実現する会＝イコールズ＝「報
告書　ひたち版　男女が織りなす共同参画ものがたりー
職場・家庭・地域でワーク・ライフ・バランスをめざし
てー（平成20年）

茨城県「第4回世界女性会議（ＮＧＯフォーラム ‘05）茨
城県派遣団報告書」（1995）

高槻ジェンダー研究ネットワーク「提言　高槻市男女平等
推進条例について」（2000.4）

レイクエコー茨城県女性プラザ「男女共同参画社会の実現
に向けて　レイクエコー学習会「男女平等を考える県民
意識調査」報告書」（1999.10）

レイクエコー茨城県女性プラザ、茨城県鹿行生涯学習セン
ター「男女共同参画に関する教職員の意識調査　報告書」

（平成15年3月）
茨城県「男女共同参画基本計画」（平成12年12月）
茨城県「平成14年度男女共同参画年次報告書」
茨城県教育委員会「中学校における男女共同参画のための

学習手引き」（平成14年3月）
茨城県「平成19年度男女共同参画年次報告書〈概要版〉」
境町「境町女と男ハーモニーフォーラム」（2002.3）
男女共同参画推進本部「男女共同参画2000年プラン−男女

共同参画社会の形成の促進に関する平成12年（西暦2000
年）度までの国内行動計画−」（平成8年12月）

内閣府「平成20年版　男女共同参画白書」（平成20年6月）
内閣府「平成21年版　男女共同参画白書」（平成21年6月）

（なお、本稿は結城市の企画政策課女性政策室の依頼によ
り平成22年３月15日に行った男女共同参画条例勉強会にお
ける講演内容を基に、その後の調査を追加して作成したも
のである。）

自治体、住民の生活、事業者の産業の活性化
と発展に寄与するものであるといえる。
　おわりに、実情の聴取に心よく応じて下
さった各都県、及び各市町村の担当者の皆様
に、深く感謝申し上げる。




